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省

電源三法交付金は、電気の安定供給確保のために、電源立地地域の住民福祉の向上
と電源立地の円滑化を期待して、昭和４９年に制度化されたものであります。
特に全国の原発電源立地地方の市町村は、これらの制度によりそれぞれの施策を講
じながら、今日までに電力生産地としての認識を持って地域住民の理解を得ながら
地域住民の福祉の向上に努力してきたものであります。
しかしながら反面、電源三法交付金制度による地域振興支援策は特に整備の未熟で
あった公共施設の整備を中心として整備されてきたが、近年それらの充実と共に行
政需要の拡大をはじめとした財政的な問題を引き起こしておりますことも事実であ
ります。
それらは、それぞれ市町村の生活環境の変化が歴史的に蓄積された結果、財政の基
盤としての税を中心とした財政運営において、経常収支の悪化をはじめ地方債残高
など将来にわたる大きな問題を残している。
このような状況の中で、電源交付金の使途の多くは施設の整備と特定事務経費に限
定され、しかも「補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律」にその執行手
順が基づいており、その手続きと精査は非常に緊張複雑化している中にあって更に
市町村から県及び国までの事務に関する経費は膨大である。交付金が制度化された
当時は画期的な制度としてその受け入れは華々しく、原発立地地方の一変した環境
には誰もが感激したことは事実である。ただ、３０年近く経ち、環境が整ったこれ
からと言うとき、交付金制度について考えを新たにした場合、「電気の安定供給の
確保と原発立地地域の住民の福祉及び電源立地の円滑化」などを期待して制度化さ
れ、しかも現在なお着々と進んでいる交付金制度は本来立地地域特有のしかも独自
の地域振興を図る制度であり、ましてや地方分権、三位一体改革の下、自主・自立
的な１歩を踏み出そうとしている今、いまだに国の関与を受けるべき交付金であっ
てはならない。国は交付金の真のあり方を再認識し、交付金が交付団体の基本財源
として自由に財政寄与できるよう制度の改革を必要と考えるものであります。

電源開発促進法、電源開発促進対策
特別会計法

電源三法交付金は、発電用施設の設置及び運転の円滑
化を目的として、電源地域の地方公共団体が実施する
各種事業の費用に充てるため交付されるものである。
２００３年１０月には、複数あった交付金を統合し
て、交付手続きの簡素化を図るとともに、交付対象事
業を大幅に拡充したため、地方公共団体は実施する事
業を幅広く選択することが可能となっている。

D
２００３年１０月に電源三法交付金制度を見直し、従来の主な交付金を統合した電源立地地域対策交付金を新設。当該交付金の交付対
象事業として、従来の交付金の対象事業に加え、大幅な対象事業の追加を行っており、奢多的事業など一部の事業を除いて一般財源化
を図らずとも、地方公共団体が実施を望む事業は十二分に実施できる内容となっている。

福島県 富岡町 電源立地地域対策交付金の市町
村一般財源化の構想

経済産業省 1110140

1087 10872010 経済産業
省

　旧テクノ法に基づき設立された高度技術振興財団の基金については、県から財団
に対する出損金への補助という形で国庫補助金が入っている。
　当該補助金は、基金元本に対する補助であり、その運用益によって、事業が行わ
れることを前提としているため、基金元本の処分（一部取り崩し）に当たっては、
国庫補助金の返納が規定されている。
　しかし、現状として、昨今の低金利のために、基金による運用益がほとんどない
状況が続いており、財団においては、その本来の目的にそった事業を実施するため
の事業費が大きく不足していることから、事業の適切な推進が困難な状況になって
いる。
　ついては、県に対する国庫補助事業という形で形成された財団の基金について、
基金元本補助から基金消費型補助への制度転換を図り、基金の取り崩しにより、財
団において本来の事業の目的にそった形で事業費に充てることを認めていただきた
い。

１．地域産業活性化推進対策費補助
金交付要綱

２．産業再配置促進環境整備費補助
金交付規則
（工業再配置促進費補助金交付規
則）

１ ． 地 域 産 業 活 性 化 推 進 対 策 費 補 助 金
高度技術工業集積地域開発促進法（旧テクノ法）に規
定する公益法人に対し、技術革新の進展に即応した技
術の中小企業者による利用を支援するために必要な基
金へ県が出えんする場合、当該出えんに要する経費の
一部について県に対し補助するもので、平成２年３月
に交付された。基金は、出えんを受けた公益法人が解
散しようとするとき又は地域技術起業化推進事業の全
部若しくは一部を廃止しようとする場合には、全部又
は 一 部 を 処 分 す る こ と が で き る と 規 定 。
２．産業再配置促進事業環境整備費補助金（工業再配
置促進費補助金）

工業再配置促進法に規定する移転促進地域から誘導地
域に工場等が移転され、又は、誘導地域に工場等が新
増設された場合に、当該新増設工場等の所在地を管轄
する市町村に対し、環境保全施設等の設置費等又は研
修・指導事業等に必要な基金出えんに対し補助金を交
付する。

Ｄ

１．地域産業活性化推進対策費補助金交付要綱
積み立てられている基金の充当の可否は、当該事業が基金積立の目的の範囲内の事業であるか、補助金交付の趣旨に合致しているか、
処分方法が合理的であるか等を個別に判断する必要があり、これらが満たされる場合には、基金の充当は可能である。なお、目的の範
囲外であったならば、財産の目的外使用などの措置が必要となる。

２．産業再配置促進環境整備費補助金（工業再配置促進費補助金）
積み立てられている基金の充当の可否は、当該事業が基金積立の目的の範囲内の事業であるか、補助金交付の趣旨に合致しているか、
処分方法が合理的であるか等を個別に検討する必要があり、これらが満たされる場合には基金の充当は可能である。なお、目的の範囲
外であったならば、財産の目的外使用などの措置が必要となる。

宮城県 宮城県 みやぎ産業振興ビジョン（産業高
度化・新産業創出構想）

経済産業省 1110380

1089 10892010 経済産業
省

・農外企業が農業参入を行った場合の資金調達において，商工資金に基づく信用保
証の利用が可能な場合は，①菌床栽培方式によるキノコの生産と②苗床栽培方式に
よるカイワレ大根の生産の場合のみに限られるが，これを拡大し，農地を利用せず
工場生産方式を行うトマトやイチゴ等の水耕栽培も対象とするもの。

中小企業信用保険法施行令第１条第
１項

中小企業者の資格および事業資金に
ついて（39年2月25日付け38中信公
総第94号）の一部改正通知（平成12
年3月6日付け11中信企第129号）

中小企業信用保険法施行令第１条において農業は中小
企業信用保険制度の対象業種から除外されている。

Ｃ 農業に対する金融支援策は農林水産省の所掌である。 宮城県 宮城県 みやぎ産業振興ビジョン（新世代
アグリビジネス創出支援）

経済産業省 1110010

1101 11012020 経済産業
省

◇趣旨
　　我が国有数の「モノづくりのまち」東大阪市は、多種多様な基盤的技術産業が
集積し、これら中小企業の活動が地域産業・経済を支えてきたまちである。本市に
おいては、平成15年3月に「モノづくり経済特区構想」を策定し、国内外の企業誘致
や販路開拓事業、また産学官連携事業を実施するなど、モノづくり振興のため先進
的な施策を実施しているところであるが、今後はそれら施策に基づく具体的な成果
を挙げ、地域経済の活性化に寄与していくことが求められている。
　　このため、地域再生の提案にあたって、成果主義に基づく(仮称)モノづくり交
付金の創設を提案する。

◇概要
　①「モノづくり振興計画」の作成　…　市町村は地域の特性を踏まえ、3～5年の
間に実施するモノづくり振興のための各種事業を記載した「モノづくり振興計画」
を作成
　②交付金の交付　…　国は、市町村が作成した「モノづくり振興計画」につい
て、国の各種製造業振興計画や施策等と整合の確認を行い、モノづくり振興に繋が
るのであれば、交付対象は一切限定しない地域再生資金として交付金を交付(基金方
式等、複数年活用できる工夫が必要)
　③事後評価　…　計画期間或いは各年度終了後、市町村は計画の達成状況等に関
する事後評価を行う。
◇成果指標について
　　例えば、企業立地件数や商談成約件数を成果指標とする。

◇産業再配置促進環境整備費補助金
交付規則等
（概要）　移転促進地域から誘導地
域への工場等の移転並びに誘導地域
等における工場等の新増設に係る費
用の全部又は一部を国が負担する。

◇地場産業等活力強化事業費補助金
交付要綱
第4条　この補助金は、補助事業者が
中小企業庁長官の定める基準等に基
づき行う次の各号に掲げる事業に必
要な経費であって、別表「補助対象
経費」に掲げるもののうち、経済産
業局長及び内閣府沖縄総合事務局長
(以下「経済産業局長」という。)が
必要かつ適当と認めるものについ
て、予算の範囲内において交付す
る。(下略)
第5条　国が直接交付する補助金の額
は、次のとおりとする。
　・第4条に規定する事業　略
　・補助金の額　第4条に規定する経
費の2分の1以内とする。

（産業再配置促進環境整備費補助金）
工業再配置促進法に規定する移転促進地域から誘導地
域に工場等が移転され、又は、誘導地域に工場等が新
増設された場合に、当該新増設工場等の所在地を管轄
する市町村に対し、環境保全施設、防災保安施設等の
設置等の費用を補助金として交付する。

（地場産業等活力強化事業費補助金）
組合や個別事業者が行う、地場産業の活性化に資する
事業活動につき、国（地方経済産業局）が直接１／２
の事業費補助を行う。
　具体的には①地場産品の開発・高付加価値化支援事
業（新たな地場産品の開発、高付加価値化商品・技術
の開発を補助）②地場産品等販路開拓支援事業（地場
産品の販路開拓のための展示会・見本市事業等に対す
る補助）③地場産業人材育成事業（人材育成・確保に
資する研究会・交流会事業に対する補助）の三つがあ
る。

1. B-2

2. C

１．産業再配置促進費補助金については、本交付金創設の提案や「三位一体改革」での地方六団体からの提案等を踏まえつつ、今後検
討する。

２．地場産業等活力強化事業費補助金（１６年度新設）は、地域中小企業等が行う商品開発、販路開拓事業で、県域を越えた産地・業
種間の広域連携事業、全国的な規模で行う展示事業、海外展開等事業について積極的に支援するものであり、交付金化は困難である
が、提案されている成果が期待できる国際競争力強化に寄与するような事業については、本補助金を活用し得る可能性がある。

大阪府
東大阪市､東大阪商
工会議所､東大阪経
営者協会

「東大阪モノづくり夢・工・場」構想 経済産業省 1110240

1129 11292010 経済産業
省

太陽光発電システムは依然として高価であり、普及促進には資金面での支援が必要
不可欠である。そこで、住宅全体の電力を賄う太陽光発電システムの設置がＮＥＦ
（新エネルギー財団）の補助対象となっているのと同じように、門柱灯・街路灯や
イベント等で使用する電力の確保のための太陽光発電システムの設置についても、
これらを公共財的なものと位置づけ、現行の補助制度を弾力的に運用して対象とす
ることを求める。

住宅用太陽光発電導入促進対策費補
助金交付規程

太陽光発電の早期市場自立化を促進するため、住宅用
太陽光発電システムを設置する者に対する補助を実
施。

Ｃ

本制度は、住宅用太陽光発電システムの初期需要創出を目的に事業を行っているものであり、御提案いただいている街路灯等を対象と
することは困難。
ただし、御提案いただいている門柱灯・街路灯については、自治体による大規模導入が行われる場合には地域新エネルギー導入促進事
業、太陽光発電フィールドテスト事業の対象となりうる。

兵庫県 洲本市 「光の街」プロジェクト 経済産業省 1110270
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構想（プロ
ジェクト）管
理番号

支援措置提
案事項管理
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管理コー
ド

1132 11322012
経済産業
省

民活法に基づき整備した施設の転用後の用途が同法第２条の特定施設のいずれかに
該当するときは、転用に伴う整備計画の処理を同法第５条の規定に基づき行うこと
とし、その整備事業に対しては、同法所定の支援措置を適用する。

民間事業者の能力の活用による特定
施設の整備の促進に関する臨時措置
法第５条
補助金等に係る予算の執行の適正化
に関する法律第２２条

①特定施設の整備計画の認定を受けたものは、当該認
定に係る整備計画の変更をしようとする時は、主務大臣
の認定を受けなければならない。
②認定事業者が認定計画に従つて取得して特定施設又
は当該特定施設の敷地である土地については、地方税
法で定めるところにより、不動産取得税、固定資産税、特
別土地保有税又は事業所税について、必要な措置を講
ずる。
　国及び地方公共団体は、認定計画に係る特定施設の
整備の事業を実施するのに必要な資金の確保またはそ
の融通の斡旋に努めるものとする。
③補助事業で取得した財産を、各省各庁の長の承認を受
けないで、補助金等の交付の目的に反して使用してはな
らない。

Ｅ

①民間事業者の能力の活用による特定施設の整備の促進に関する臨時措置法第５条は認定を受けた整備計画の変更である。１４号施設等新
たな特定施設の整備計画の認定は同法第４条に基づき、同法第５条と同様の手続きにて行うことができる。
②国土交通省より提案主体に具体的な転用の内容について確認したところ、１４号施設（農林水産省所管）であったため経済産業省では予算措
置はとらない。

兵庫県 洲本市
民活施設の活用による「みなと」
再生構想

経済産業省

総務省
農林水産省
国土交通省
環境省

1110590

1148 11482040
経済産業
省

　環境・エネルギー産業創造特区において認められている規制緩和である「資本関
係によらない密接な関係による電力特定供給事業」を活用したプロジェクトを推進
するため、単独の事業所、家庭等に対して限定的に実施されている各種新エネ及び
省エネ支援制度を見直し、複数の事業所、家庭等が連携して実施する事業や、複数
の需要家に対してエネルギーを供給するＥＳＣＯ事業等、より高効率な連携事業に
ついても支援の対象とするように転換することにより、分散型電源やマイクログ
リッドの形成を推進する。現行においては、「エネルギー使用合理化事業者支援事
業」において、「複数事業者連携事業」を対象としているものの、１６年度の採択
件数は原則で１件のみとされているほか、他の新エネ及び省エネ支援策において
は、複数の事業所、家庭等による連携事業を想定していない。

【経産省】「新エネルギー事業者支
援対策費補助金交付要綱」、【ＮＥ
ＤＯ】「エネルギー使用合理化事業
者支援事業公募要領」、「地域省エ
ネルギー普及促進事業公募要領」、
「地域新エネルギー導入促進事
業」、【ＮＥＦ】「住宅用太陽光発
電導入促進対策費補助金交付規定」

1.「新エネルギー事業者支援対策」：新エネ法に基づ
き認定を受けた利用計画に従って新エネルギーを導入
する先進的な事業者に対し、事業費の一部を補助。
2.「地域新エネルギー導入促進事業」：地域において
風力発電、太陽光発電、バイオマス発電等の新エネル
ギーの大規模・集中導入等、先進的な取組等を行う地
方公共団体等に対して、事業費の一部を補助。
3.「住宅用太陽光発電導入促進対策」：太陽光発電の
早期市場自立化を促進するため、住宅用太陽光発電シ
ステムを設置する者に対する補助を実施。

4.「エネルギー使用合理化事業者支援」：省エネル
ギー効果や費用対効果が高く、政策的意義の高い事業
に対し経費を補助する。
5.「地域省エネルギー普及促進事業」：地方公共団体
によるデモンストレーション効果の高い省エネルギー
事業に対して補助を行う。

1.2.　Ｄ

3,5.　Ｃ

4.　　Ａ

1.「新エネルギー事業者支援対策」：
現状でも複数の事業者が連携による取組を支援することは可能

2.「地域新エネルギー導入促進事業」：
現状でも複数の自治体が連携による取組を支援することは可能

3.「住宅用太陽光発電導入促進対策」：
住宅用太陽光発電システムの早期市場自立化を促進するためのものであり、個々の家庭への設置補助であることから、連携事業への対
応は困難である。

4.「エネルギー使用合理化事業者支援」：
複数事業者連携による省エネ等を推進するため、平成１７年度概算要求において増額要求予定。

5.「地域省エネルギー普及促進事業」：
概算要求では継続事業のみを対象とする予定。

青森県 青森県
環境・エネルギー産業フロンティア
構想 経済産業省 1110280

1148 11482130 経済産業
省

　経済産業省が実施している「新エネルギー事業者支援対策事業」及びＮＥＤＯが
実施している「地域新エネルギー導入促進事業」において、補助対象事業として複
数年度にわたる事業も認められてはいるものの、単年度における交付額の上限が定
められているため（平成１６年度は１０億円）、大規模かつ集中的な設備投資を伴
う事業の円滑な推進の支障となっている。よって、政策的に重要かつ優先的に実施
されるべきであると判断されるプロジェクトについては、単年度の補助金の上限に
関わらず、限度額を弾力的に運用することを認める。

【経済産業省】平成１６年度「新エ
ネルギー事業者支援対策事業」Ｑ＆
Ａ集、【ＮＥＤＯ】平成１６年度
「地域新エネルギー導入促進事業」
Ｑ＆Ａ集

「新エネルギー事業者支援対策」：新エネ法に基づき
認定を受けた利用計画に従って新エネルギーを導入す
る先進的な事業者に対し、事業費の一部を補助。
「地域新エネルギー導入促進事業」：地域において風
力発電、太陽光発電、バイオマス発電等の新エネル
ギーの大規模・集中導入等、先進的な取組等を行う地
方公共団体等に対して、事業費の一部を補助。

Ｄ 先駆的な取組や自治体が主体的に関与する取組については、ＮＥＤＯによるモデル事業ないし地域新エネルギー導入促進事業として、
「新エネルギー事業者支援対策事業」よりも高い補助率が適用される。

青森県 青森県 環境・エネルギー産業フロンティア
構想

経済産業省 1110390

1148 11482090 経済産業
省

　現在、農林水産省では、研究開発、実用化技術開発については「農林水産バイオ
リサイクル研究」で、賦存状況調査、計画策定、システムの構築、調査、実証につ
いては「バイオマス利活用フロンティア推進事業」で、新技術等を活用したモデル
的施設整備については「バイオマス利活用フロンティア整備事業」で実施している
が、事業化の段階やバイオマス資源の種類によって担当部局が異なっている。多様
なバイオマス資源の活用を促進するためには、地域の実状に則した施策を段階的か
つ総合的に推進する必要があることから、これらの事業を一体的に実施するなど事
業体系の見直しを要望する。

「農林水産バイオリサイクル研究公
募要領」、「バイオマス利活用フロ
ンティア推進事業実施要綱」、「バ
イオマス利活用フロンティア整備事
業実施要綱」

Ｃ

バイオマス施策は、各省において、エネルギー政策、リサイクル政策、農林政策等様々な目的の下で実施されており、こうした各省に
またがる施策目的が異なる施策を整理・統合することは、一部の政策目的が達成されないおそれが生じるため適当ではない。
また、各施策によってバイオマスの利活用が効率的・効果的に図られるよう、バイオマス・ニッポン総合戦略推進会議の場を通じて、
各省間において密接な連携を図っている。

青森県 青森県 環境・エネルギー産業フロンティア
構想

農林水産省
経済産業省
環境省

1110100

1148 11482100 経済産業
省

　「バイオマス・ニッポン」の実現に向け、バイオマスの利活用を促進するために
取り組むこととしている「バイオマスタウン構想」を有効に推進するため、国の認
定を受けたバイオマスタウンを対象として、実証、事業化調査、施設整備等の施策
を集中的に実施する必要がある。
　そこで、経済産業省が実施している「バイオマス等未活用エネルギー事業調査事
業」において導入している「バイオマスタウン枠」について、農林水産省が実施し
ている「バイオマス利活用フロンティア推進事業・同整備事業」及びＮＥＤＯ技術
開発機構が実施している「地域新エネルギー導入促進事業」等他のバイオマス関連
事業にも枠を追加することを要望する。

「バイオマス利活用フロンティア推
進事業実施要綱」、「バイオマス利
活用フロンティア整備事業実施要綱
（農林水産省）」、「バイオマス等
未活用エネルギー事業調査事業公募
要領（経済産業省）」、「地域新エ
ネルギー導入促進事業公募要領（Ｎ
ＥＤＯ技術開発機構）」等

「バイオマス等未活用エネルギー事業調査事業」：既
に実用化に達しつつあるバイオマスエネルギー及び雪
氷冷熱エネルギーの導入を円滑化するための実証試験
を実施する。
「地域新エネルギー導入促進事業」：地域において風
力発電、太陽光発電、バイオマス発電等の新エネル
ギーの大規模・集中導入等、先進的な取組等を行う地
方公共団体等に対して、事業費の一部を補助。

Ｃ
地域新エネルギー導入促進事業は、地方自治体が策定した計画に基づき行われる、バイオマスや太陽光発電、風力発電などの各種新エ
ネルギーの導入事業に対して支援するものであり、バイオマスのみに特別枠を設けることは、地方自治体が計画する他の新エネルギー
導入に支障をきたすおそれが生じるため適当ではない。

青森県 青森県 環境・エネルギー産業フロンティア
構想

農林水産省
経済産業省
環境省

1110150

1148 11482020 経済産業
省

新エネルギー等の開発を促進し、環境・エネルギー産業の創出を図るため、日本政
策投資銀行投融資指針第２における細項目「地球環境対策・公害防止」中、「３．
新エネルギー・自然エネルギー開発」に掲げる事業を利子補給の対象とすること。

なし なし C

新エネルギー設備設置に関する低利化制度は以下のとおりである。
利子補給については、「地域エネルギー開発利用促進対策」において、新エネルギー事業に係る資金を低利で貸し付ける市中銀行に対
して、新エネルギー財団から利子補給を行っている。
一方、日本政策投資銀行については、財政投融資において、風力発電や太陽光発電等の施設整備事業等に関して既に低利化施策を講じ
ている。

環境・エネルギー産業
フロンティア構想

国際的なエネルギー開発・供給拠
点が形成されつつあり、あおもり
エコタウンプランによるゼロエミッ
ション技術の確立を目指す先進的
な取り組みを展開している本地域
のポテンシャルを最大限に活か
し、環境・エネルギー分野におけ
る幅広い実証やノウハウの蓄積
を図り、新たなビジネスや新産業
の創出を促進することにより、地
域の経済活性化や雇用の創出を
図るとともに、エネルギー最適利
用モデルや温室効果ガス排出削
減モデルの先進地域として、世界
に貢献する「環境・エネルギー産
業フロンティアの形成」を実現す
る。

財務省
経済産業省

1110600

1149 11492020 経済産業
省

上記１のとおり、公共事業依存の強い地方において、公共事業縮減の影響を受ける
建設業が再生を図っていくには、本業の経営改善のみならず、新分野進出を促すこ
とにより、建設業に偏った産業構造の転換を合わせて進めていく必要がある。
一方、ノウハウのない新分野への進出は事業者にとって、操業に近いリスクがある
ことから、これを資金面から支援する制度が必要であり、建設業の新分野進出を要
件とした、保険料率の軽減等の保険特例創設を要望するものである。

○中小企業信用保険法第２　　条第
３項、第１２条、第１４条
○同法施行令第３条
上記法令は経済産業大臣が指定する
不況業種に該当するなど一定の要件
を満たす中小企業者について、公的
信用保証の限度額を拡大し、かつ適
用される保険料率を軽減する措置を
規定しているが、建設業の新分野進
出を要件として、同様の特例措置を
要望するもの。

ご指摘の中小企業信用保険法第２条第３項等の経営安
定保証の特例は、建設業の新分野進出を要件としてい
ない。

D
政府としては、「著しい成長発展を目指す事業（５年以内に株式公開）」や「（商品やサービスに）新規性を有する事業」への事業展
開・事業の多角化を支援するため、新事業創出促進法第十一条に定められた中小企業信用保険法の特例として新事業開拓関連保証制度
を創設し、新事業の創出・育成に資する環境整備に積極的に取り組んできたところ。

青森県 青森県 建設業の経営改善・新分野進出
促進による地域再生構想

経済産業省 1110020
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構想（プロ
ジェクト）管
理番号

支援措置提
案事項管理
番号

省庁名 支援措置に係る提案事項 該当法令等 制度の現状 反映の分
類

概算要求への反映状況 その他 都道府県名 提案主体名 構想（プロジェクト）の名称 規制所管省庁
関連省庁

管理コー
ド

1149 11492030 経済産業
省

本県における建設業の新分野進出先として有望視される分野として、基幹産業の農
林水産業があげられるが、現行制度では、農林水産業が公的信用保証の対象外とさ
れていることから、建設業の新分野進出先が農林水産業である場合に限定し、公的
信用保証の対象とする特例の創設を要望するものである。

○中小企業信用保険法第２　　条第
１項
○同法施行令第１条第１項
上記法令は公的信用保証の対象とな
る中小企業者（業種、資本金等）を
規定しているが、建設業の新分野進
出に限定し、対象外となっている農
林水産業を特例的に対象とする措置
を要望するもの。

中小企業信用保険法施行令第１条において農業は中小
企業信用保険制度の対象業種から除外されている。

Ｃ 農業に対する金融支援策は農林水産省の所掌である。 青森県 青森県 建設業の経営改善・新分野進出
促進による地域再生構想

経済産業省 1110030

1152 11522030
経済産業
省

　現在、液晶をはじめとするＦＰＤ産業は、薄型テレビ人気などに支えられ、業績
が上向き傾向にあり、ひところのＩＴ不況を脱しつつある状況にある。また、これ
までの国際的に生産拠点を分業する「水平統合」から、製品を国内工場で一貫生産
する「垂直統合」、「国内回帰」の動きがみられる。
　こうした国内のＦＰＤ産業を取り巻く動きの中で、まさに今、特に韓国、台湾な
どに対する国際競争力を高め、国内のものづくり産業の再生を、国を挙げて取り組
む必要がある。
　青森県では、青森県クリスタルバレイ構想の実現のため、企業立地支援施策の一
つとして、オーダーメイド型貸工場制度を創設し、これにより、第１号企業が立地
したところである。
　青森県のオーダーメイド型貸工場制度とは、立地企業の希望する仕様に沿った工
場・設備を、県との連携のもとに、リース会社等が建設・設置し、賃貸・リースで
提供するものであり、これにより、立地企業のキャッシュフローを重視し、新規工
場立地に際しての初期投資の大幅な軽減化と設備投資資金のオフバランス化を実現
するものである。
　このように企業立地支援施策としては極めて有効なものであり、国におけるＦＰ
Ｄ集積を図る必要性を踏まえ、国においてオーダーメイド型貸工場制度を導入する
必要がある。

現状なし 現状なし Ｃ
提案内容は、ＦＰＤ集積を図るため、新規工場立地に際する初期投資の軽減化措置として、オーダーメイド型貸工場制度を創設すると
いうものであるが、当課としては、提案地域の立地促進の観点から従来より用地取得費に対する補助制度を設け、新規工場立地に際す
る初期投資軽減化措置を講じているところである。

青森県 青森県 青森県クリスタルバレイ構想
経済産業省
内閣府 1110400

1171 11712010 経済産業
省

産学官連携に関する現行補助金制度では、各省庁の制度とも研究開発期間が２～３
年程度であり、基礎研究から産業化までを一貫して機動的・柔軟に推進することが
難しく、このことが産業化の成果を生み出していく上での大きな障害となってい
る。また、単年度毎の配分といった事項も、研究開発を柔軟に進める上で障害に
なっている。
また、産学官連携のコーディネータ人材の確保のための補助金等についても、期間
が限定されていることから、有能な人材の確保や若手人材の計画的な育成が困難に
なっている。
この他、立ち遅れている研究設備やインキュベーション施設等の整備についても、
県の裁量のもとでのタイムリーな整備を可能とする補助金制度等が無いことなどの
問題を抱えている。
このため、、今回の提案では、各省庁の産学官関連補助事業を廃止し、地域の裁量
により使途を自由化し、本県の産学官連携による地域経済の再生構想を実現しよう
とするものである。
また、計画修了後は、事前に設定した目標の達成状況に関する事後評価を求め、そ
の結果については、国がチエックし公表するものとする。

当構想で事前に設定する目標は具体的な事業成果であり、次のとおりである。
①産学官共同研究企業数を平成14年度末現在の71社から平成22年度までに4倍の284
社創出する。
②大学発ベンチャーを平成15年度末の10社から平成18年度末までに20社の創出を実
現する。

0

1.新事業支援施設整備費補助金は、中心市街地活性化
法に基づく中心市街地活性化基本計画の推進、新事業
創出促進法に基づく新事業創出促進基本構想の推進、
産業集積活性化法に基づく基盤的技術産業集積活性化
計画、高度技術産業集積活性化計画の推進を目的とし
ており、電源地域産業集積活性化対策事業補助金は、
特定産業集積活性化法に基づく基盤的技術産業集積活
性化計画の推進を目的としている。また、両補助金
は、産業クラスター計画等の政策に配慮し、前述の計
画等の推進に基づき、新事業・新規雇用の創出を通じ
て地域経済の活性化を図ることを政策目的にしてい
る。

2.地域新生コンソーシアム研究開発事業
地域において新産業・新事業を創出し、地域経済の活
性化を図るため、大学等の技術シーズや知見を活用し
た産学官の強固な共同研究体制（地域新生コンソーシ
アム）の下で、実用化に向けた高度な研究開発を実
施。
　

Ｃ

御提案にある産学官連携補助事業をはじめ各省において実施されている施策は、様々な政策目的の下で実施されており、こうした政策
目的が異なる施策をまとめて廃止し、地域の自主裁量に委ねることは、一部の政策目的が達成されないおそれが生じるため適当ではな
い。
一方、経済省としては、御提案にもあるように産学官共同の研究開発の成果を事業化に効率的に結び付けることが重要であることにか
んがみ、企業を中心に産学官連携による実用化技術開発等通じ新事業創出を図ることを目的とする「産業クラスター計画」と、文科省
で実施されている大学等を中心とした基礎研究分野における産学官連携事業である「知的クラスター創生事業」との連携強化に取り組
んでいるところ。特に、平成１７年度予算要求においては、産業クラスター関連施策の一つである地域新生コンソーシアム研究開発事
業の中に、知的クラスター創成事業等他省庁の施策から生まれた成果をより積極的に取り組むための方策を検討しているところであ
り、また、総合科学技術会議では関係省庁が連携し政府一体となって取り組むべきテーマを連携施策群として積極的に推進することと
しており、その一つとして「地域クラスター」が検討されている。

岩手県 岩手県 産学官連携による地域経済再生
構想

文部科学省
経済産業省 1110370

1188 11882010 経済産業
省

現在、国は環境問題・省エネルギー・新エネルギー促進のためクリーンエネルギー
自動車導入促進事業を実施しており、クリーンエネルギー自動車購入者に対し、財
団法人日本電動車両協会を窓口として、経済産業省が同等車両との価格差の2分の１
を補助している。日光市は環境美化都市であり、恵まれた自然環境が貴重な観光資
源であることから、その普及促進を全国に発信していくため、独自の上乗せ補助を
検討しているが、世界的な問題として地球温暖化が懸念されるなか、より一層の購
買意欲の向上、普及が図れるよう、助成要件の緩和及び助成額充実を望む。

新エネルギー・産業技術総合開発機
構（NEDO）
クリーンエネルギー自動車導入促進
事業

「クリーンエネルギー自動車等導入促進対策」：ク
リーンエネルギー自動車の普及を促進するため、導入
しようとする者及び燃料供給設備を設置しようとする
者に対し費用の一部を補助する。

Ｄ 平成１５年度までは、個人がクリーンエネルギー自動車を購入する場合「通勤」に使用することを要件としていたが、平成１６年度か
らはこれを廃止する等、補助要件の緩和措置を既に講じている。

栃木県 日光市 環境美化推進プロジェクト 経済産業省 1110410

1188 11882021 経済産業
省

日光市は環境美化都市であり、恵まれた自然環境が貴重な観光資源であることか
ら、当市から全国的なクリーンエネルギー自動車の普及啓発を発信するため、ク
リーンエネルギー自動車により訪れる観光客に対し、市内駐車場等の無料開放等の
優遇措置を検討している。これは、購入意欲の推進はもちろんのこと、足利銀行一
時国有化により地域経済が低迷している今般において、地域観光の活性化といった
側面から、訪れる観光客に少しでも魅力ある施策を展開するなかのひとつとしても
位置付けている。この施策を実施するにあたっては、通常の車両との区別化が容易
にできる必要性が生じることから、クリーンエネルギー自動車専用のナンバープ
レートが新設できるよう、環境問題を総体的に捉え、国土交通省や環境省等、関係
省庁が連携して取り組んでいただきたい。

道路運送車両法第11条
同法施行規則第11条

「クリーンエネルギー自動車等導入促進対策」：ク
リーンエネルギー自動車の普及を促進するため、導入
しようとする者及び燃料供給設備を設置しようとする
者に対し費用の一部を補助する。

Ｃ

クリーンエネルギー自動車専用のナンバープレートの創設については道路運送車両法に関係するものであり当省の所管ではないが、当
省においても、クリーンエネルギー自動車の普及を促進するため「クリーンエネルギー自動車等導入促進対策」に取り組んでおり、今
年度には補助対象要件の見直しを行い制度の利便性向上にも努めているところ。
更に、クリーンエネルギー自動車の導入・普及が効果的・効率的に推進されるよう、各省庁で連携を図りながら各施策を進めてまいり
たい。

栃木県 日光市 環境美化推進プロジェクト 経済産業省 1110411

1195 11952010 経済産業
省

①交付申請時期について、5月中旬からしか申請できない制度となっているため、年
度当初（4月）から実施できるよう、一部事業の申請時期の早期化を図る。
②交付金制度上、事業期間の延長（繰越）が認められているものの、実際の運用に
当たっては、国から厳しい関与を受けるため繰越が認められない事例が見受けられ
るため、 事業期間の延長に対する運用を弾力化する。
③一度造成した基金については、その使用において大幅な制約がある。 現在の処分
期間（5年）を延長し、事業の円滑な推進を図れるようにする必要がある。また、現
在基金造成の目的変更は認められていないが、真にやむを得ない場合の基金造成の
目的変更が可能となるように弾力化する。
④交付金制度上、他の国庫補助事業との併用が厳しく規制されている。国庫補助金
の補助率にかかわらず、各自治体の判断で財源として充当できるようにする。
⑤申請した事業の事業費の補正が認められておらず、上期、下期それぞれの期で完
了されてしまうため、限度額上限まで活用できない場合がある。交付金をできる限
り活用できるよう、活用できなかった交付金を次年度に繰り越しして使えるように
弾力化する。
⑥地域が限定されている広報・安全等対策交付金事業を県域全体での事業展開が可
能となるよう対象地域を拡大する。

電源開発促進税法第1条、発電用施設
周辺地域整備法第7条、第10条、電
源開発促進対策特別会計法第１条第
２項、補助金等に係る予算の執行の
適正化に関する法律第１１条

電源三法交付金・補助金では、

・交付金の交付申請については毎年度５月１５日～５
月３０日までと定めている。
・交付金・補助金事業のが一会計年度内に完了しな
かった場合、交付金事業の翌年度への繰り越しを認め
ている。
・電源三法交付金のうち、電源立地地域対策交付金
（統合前の各交付金を含む）においては、将来、特定
の事業を実施するための資金とするための基金を造成
する費用に交付金を充当することを可能としている。
・同一事業であっても、他の国庫補助金等で充当する
ものと電源三法交付金等により充当するものを明確に
区分できれば他の国庫補助金との併用を可能としてい
る。区分が不可能な場合は当該補助事業が予算補助で
あって補助率が１／２以下の場合に限り充当を可能と
している。
・交付決定後に主務大臣の承認を受けることを条件に
交付決定を受けた事業内容の変更を認めている。

①　D
②　D
③　D
（処分期
間延
長）、C
（目的の
変更）
④  C
⑤　D
⑥　C

①について
前年度から継続的に行われている事業や緊急的に実施する必要がある事業については年度当初からの実施が可能。
②について
事業を実施する過程において災害等により事業の遅延が生じたなど明確な理由がある場合は事業の繰り越しが可能
③について
処分期間の延長は事業を実施する過程において災害等により事業の遅延が生じたなど明確な理由がある場合に限り、現行制度において
も可能である。また、交付金における基金の造成は、交付決定の対象である事業の的確な実施のために認められているものである。基
金造成の目的の変更は、交付決定で認められた補助金等の目的たる事業そのものを変更することであり、予算執行の適切化の観点から
不適切。
④について
　現行制度では同一事業においても、他の国庫補助金等で充当するものと電源三法交付金等により充当するものを明確に区分できれば
他の国庫補助金との併用は可能。また、法律等により補助率が定まっている国庫補助対象事業に対して電源三法交付金・補助金を充当
することは、当該法律等が適正な補助率を規定する趣旨を害することになるため不可能。
⑤について
　現行制度においても交付決定後に事業を実施していく過程において生じた事象に応じて、交付金事業の内容を変更することは可能。
また、未執行の交付金額を次の年度に繰り越して使用することは会計年度独立の原則（財政法第１２条）に反するため不可能。
⑥について
広報・安全対策交付金の交付対象地域は、厳しい予算制約の中で政策効果の最大化を図る観点から、原子力に対して最も深い理解を得
るべき所在市町村及びその周辺地域としている。交付対象地域の追加は新たな財政措置を伴うものであり、従来型の財政措置を講じな
いことを基本とする地域再生の趣旨にそぐわない。

福井県 福井県 ふくい原子力・地域産業共生構想 経済産業省
文部科学省

1110160
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構想（プロ
ジェクト）管
理番号

支援措置提
案事項管理
番号

省庁名 支援措置に係る提案事項 該当法令等 制度の現状 反映の分
類

概算要求への反映状況 その他 都道府県名 提案主体名 構想（プロジェクト）の名称 規制所管省庁
関連省庁

管理コー
ド

1198 11982010
経済産業
省

①複数の機能を併せ持つ施設の整備に柔軟に対応し、複数の補助金等交付申請手続
きなどの一括化による事務処理の省力化・効率化を図るため、電源立地地域対策交
付金や保健衛生施設等施設整備費補助金、社会福祉施設等施設整備費国庫負担（補
助）金など複数の補助金等の統合もしくは交付金化を行う。
②事業全体で交付決定を受け、事業間の経費の流用等について弾力的運用を認める
ことにより、事業途中における計画の一部変更等への柔軟な対応を可能にする。
③施設整備等事業期間が複数年にわたる場合、初年度に事業全体について補助金等
の交付申請を行い、事業全体について交付決定を受けることにより、事務処理の効
率化を図る。

・社会福祉施設等施設整備費及び社
会福祉施設等設備整備費の国庫負担
(補助)について(平成3年11月25日
厚生省社第409号　厚生事務次官通
知)
・保健衛生施設等施設・設備整備費
の国庫負担(補助)について(昭和62
年7月30日　厚生省発保医第179号
厚生事務次官通知)

電源立地地域対策交付金においては発電用施設の所在
する市町村又は所在する市町村の周辺市町村が行う当
該地域への企業の導入や住民福祉の向上に資する各種
ハード・ソフト事業に要する費用に対し交付金を交付
することにより、発電用施設の立地及び運転の円滑化
を図ることとしており、対象メニューの一つとして文
化センターや保健施設等（各機能を併せ持つ複合型施
設を含む。）の社会福祉関連施設の整備が盛りこまれ
ている。

Ｃ

①、②について
電源開発促進対策特別会計は、特別会計を設置するのは一般の歳入歳出と区分して経理する必要がある場合に限るとする財政法第１３
条に規定に基づき、電源開発促進税をもって、電源立地対策という特定の施策を実施する経費に充てるために創設されたものであり、
電源立地地域対策交付金と施策目的を異にする他の補助金等と統合することや、流用することは財政法１３条に規定する区分経理の意
味を失わせることとなり不適切。なお、電源立地地域対策交付金は幅広い実施可能事業の中から地域の特性や実情に応じて各地方自治
体が実施する事業を選択し実施することで各地域の活性化を図るものであり、社会福祉関連施設の整備事業は実施可能な事業の一つに
過ぎない。ご提案にお応えすることは上記のような電源立地地域対策交付金の特性を損ない、却って地域の活性化を阻害する可能性が
ある。

③について
事業期間が複数年に及ぶ事業全体について交付決定を行うことは国の予算が予算単年度主義を採用していることから不可能であるが、
例えば当該事業に係る公共用施設整備計画（発電用施設周辺地域整備法第7条に規定）を作成し主務大臣の同意を受けることや基金を
造成するなどの措置を講じることによって交付金事務は大幅に軽減される。

福井県 福井県 地域福祉拠点複合施設整備構想
厚生労働省
経済産業省
文部科学省

1110420

1216 12162100
経済産業
省

既設土地改良施設を活用した小水力発電事業については、現行の農林水産省による
補助事業制度は適用にならない。また、ＲＰＳ法による補助制度も30%で、採算性の
問題が生じる。このため、土地改良区や農家だけのメリットでなく国家経済への大
きな貢献を果たすことを評価して、新たな土地改良事業（かんがい排水事業等）を
行わない場合にあっても小水力発電事業の単独実施可能な補助制度及び採算性の観
点からＲＰＳ法に基づく補助率の改正を提案します。

0

電源開発促進対策特別会計法施行令第１条第３項第１
号、及び、中小水力発電開発費補助金交付要綱第３条
に基づき、中小水力発電開発費補助金により中小水力
発電設置に対する補助事業を実施しており、最大で３
０％の補助率となっている。また、新技術を利用した
導入事業については５０％の補助率となっている。

１．D

２．C

１．新たな土地改良事業を伴わない小水力発電事業への支援については．国庫補助金が重複しないよう資産区分・目的を明らかにする
ことにより、現行の補助制度で対応可能。

２．ＲＰＳ法の対象となる水力発電所に対する補助率については、現行制度でも補助率割増の特例措置をとっており、これ以上の補助
率割増は、厳しい財政事情の中、国庫負担の増加につながるため困難である。

栃木県
那須野ヶ原土地改良
区連合

人と自然に優しい地域環境再生
プロジェクト

農林水産省、
経済産業省 1110170

1227 12272010 経済産業
省

　埼玉県では、県産木材の利用を促進するため、ＰＲ効果・波及効果の高い公共施
設や木材需要量の多い民間住宅を対象として、普及啓発、助成制度、融資制度など
各種施策を推進しており、これらの施策は、徐々に県民、産業界に浸透し、一定の
効果が現れつつある。
　今後、さらに県産木材の利用を促進するためには、大きな需要が見込まれる工
場、事務所、店舗など民間業務施設の木造化の促進が必要となる。
　また、二酸化炭素を多く発生する業務施設に、二酸化炭素を貯蔵した木材を用い
ることは、地球温暖化防止の観点からも意義がある。
　このため、地域木材を利用した民間業務施設の建築、改修等も対象となるよう、
中小企業金融公庫の特別貸付制度の拡充を提案する。

中小企業金融公庫の特別貸付制度

当該措置に関する中小企業金融公庫の特別貸付制度は
存在しない。
また、そもそも中小企業金融公庫法施行令第１条にお
いて林業は中小企業金融公庫の貸付等の業務の対象業
種から除外されている。

Ｃ 林業に対する金融支援策は農林水産省の所掌である。 埼玉県 埼玉県 埼玉県産木材利用推進構想 経済産業省 1110190

1273 12732020 経済産業
省

　技術力やノウハウを有するが、担保を持たない県内中小企業の金融支援を充実
し、「超精密技術」関連部門をはじめとする新分野進出を促進するため、中小企業
信用保険法で定めた無担保保険枠（現行は８，０００万円）の拡大を行う。

中小企業信用保険法第３条第１項※
無担保保険契約の締結（別紙２参
照）

中小企業信用保険法第３条第２項による無担保保険枠
は８，０００万円までとなっている。

Ｄ 政府としては、ベンチャー企業をはじめとした中小企業の振興を図るため、新事業分野開拓関連による保証枠の別枠や、政府系金融機
関による新事業育成資金等の融資制度を講じており、こうした制度を活用頂きたい。

山形県 山形県 「超精密技術」関連産業集積促進
計画

経済産業省 1110040

1274 12742010 経済産業
省

　地域産業集積中小企業等活性化等補助金交付要綱に基づく中小商業活性化総合支
援補助補助金のコミュニティ施設活用事業で設けられている、保育施設や高齢者向
けの交流施設等のコミュニティ施設を設置運営する際の賃貸料、改装費等に対する
補助制度の対象を、高齢者介護施設など生活支援型施設を含めたものに拡充する。

地域産業集積中小企業等活性化等補
助金交付要綱第47条（２）－②－ホ
※コミュニテイ施設活用に係る補助
事業の内容（別紙３参照）

商店街振興組合、商工会、商工会議所等が商店街の
空き店舗を活用して保育サービス施設、親子交流施
設、高齢者等交流施設などのコミュニティ施設を設
置・運営して商店街の活性化を図る事業を実施する際
に、店舗の内装改装費や賃借料等を補助している。

１．Ｃ
２．Ｄ

１． 当該補助事業は、国の中小企業対策として措置されている支援策の一つで、商店街の空き店舗を活用してコミュニティ施設の設
置・運営を通じて商店街の活性化を図る自主的な活動を支援するものであり、介護施設の設置を目的としたものではない。
２． なお、空き店舗の改装程度で設置・運営が可能で、施設の運営により商店街に賑わいをもたらすことを目的として実施しようと
するもの（例えば、日常動作訓練や趣味活動を行う程度）については、個別に具体的な判断が必要であるが、現在でも補助事業の対象
となり得るところ。

山形県 山形県 やまがたニュービジネスフロンティ
ア推進計画

経済産業省 1110310

1274 12742020 経済産業
省

　地域密着型の生活支援サービスの担い手として、ＮＰＯ法人が地域密着型の生活
支援サービスに取り組む場合に中小企業信用保証制度の対象事業者に追加する。

中小企業信用保険法第2条※「中小企
業者」等の定義（別紙４参照）

特定非営利法人は中小企業者にあたらないことから、
民法上の公益法人と同様に、中小企業信用保険の対象
とはならない。

Ｃ
ＮＰＯ法人は極めて広範な目的で設立され、その事業内容も多種多様であるから、中小企業施策の対象とすべき法人はどの程度存在す
るのか等について、実態を十分に見極めつつ、今後慎重に検討して参りたい。
なお、金融支援という観点からは、商工中金や国民公庫においては、ＮＰＯ法人も融資の対象になっているところ。

山形県 山形県 やまがたニュービジネスフロンティ
ア推進計画

経済産業省 1110050

1274 12742030 経済産業
省

　中小企業信用保険法に基づく信用保証制度では、原則として対象外とされている
産業分類上の農林漁業関連業種の中で、苗床方式によるかいわれ大根製造業、菌床
方式によるきのこ製造業等の５業種が特例として対象となっているが、これに工場
的生産設備を備えた非土地利用型の果菜や葉菜、花卉等の「水耕方式による栽培事
業」を新たに対象として追加する。また、現在、他産業の中小企業者が農業分野に
参入する場合には対象とならない農業信用保証保険制度における「農業者等」の解
釈の拡大を図る。

中小企業信用保険法第2条第1項第1
号、中小企業信用保険法施行令第1条
第１項※「中小企業者」等の定義及
び範囲（別紙５参照）、農業信用保
証保険法第2条※農業者等の定義（別
紙６参照）

中小企業信用保険法施行令第１条において農業は中小
企業信用保険制度の対象業種から除外されている。

Ｃ 農業に対する金融支援策は農林水産省の所掌である。 山形県 山形県 やまがたニュービジネスフロンティ
ア推進計画

経済産業省、
農林水産省

1110060

1276 12762010 経済産業
省

地域の再生可能な生物由来の有機性資源の利活用の方策と環境と共生した地域社会
のあり方を検証し、自然に対する負荷の軽減と景観を含む地域の生活の豊かさを実
感できる地域社会のための調査研究を行い、その実現に関して、バイオマスの利活
用、中小水力発電、二酸化炭素排出抑制対策を総合的に取り組むこことのできる総
合補助制度の創設。

中小水力発電開発費補助金交付規程
二酸化炭素排出抑制対策事業費等補
助金（地方公共団体）交付要綱
バイオマス利活用フロンティア推進
事業等実施要項

1.電源開発促進対策特別会計法施行令第１条第３項第
１号、及び、中小水力発電開発費補助金交付要綱第３
条に基づき、中小水力発電開発費補助金により中小水
力発電設置に対する補助事業を実施しており、最大で
３０％の補助率となっている。また、新技術を利用し
た導入事業については５０％の補助率となっている。

Ｃ

御提案にある事業をはじめ各省において実施されている施策は、様々な政策目的の下で実施されており、こうした政策目的が異なる施
策を整理・統合することは、一部の政策目的が達成されないおそれが生じるため適当ではない。
なお、御提案にある事業においては、全体として効果的な成果が得られるよう、各省間で個別案件について適宜連絡を取り効率的に事
業を進めてまいりたい。

北海道 深川市 環境と共生する田園都市構想
経済産業省
環境省
農林水産省

1110110
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省庁名 支援措置に係る提案事項 該当法令等 制度の現状 反映の分
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概算要求への反映状況 その他 都道府県名 提案主体名 構想（プロジェクト）の名称 規制所管省庁
関連省庁

管理コー
ド

1290 12902010 経済産業
省

地域の活性化と流通物流の促進化を目的とした地域密着型の物流ネットワーク構築
の事業化の支援と補助を行う。
① 物流の効率化を促進する為に必要な物流拠点等の設備に係る支援と関連補助金の
使途の自由化。
② 新しい宅配サービスの新技術開発等に係る支援と関連補助金の使途の自由化。

0

商業・サービス業集積関連施設整備費補助金、中心
市街地商業等活性化総合支援事業費補助金、中心市街
地等中小商業活性化施設整備費補助金は、商店街、中
心市街地活性化のための補助金であり、物流のための
支援ではないが、物流関連施設の整備により、中心市
街地等の活性化が図られるのであれば支援可能という
ものであり、現在の補助金でも荷捌き場等、物流施設
も補助対象としているところであり、具体的に申請が
上がった時点で判断することとなる。（ただし、補助
対象は市町村、商店街振興組合・ＴＭＯ等）
物流効率化推進事業（補助金）は物流効率化を推進
するための石油特別会計からの予算措置であり、調査
研究から実験的モデル事業の実施までも補助してお
り、新たな事業展開への支援策として実施している。
なお、事業化に際しては政府系金融機関の特別融資が
用意されている。
地域活性化創造技術研究開発事業は、中小企業の研
究開発等事業を促進し、その研究開発成果の事業化・
商品化及び成果の普及を図ることを目的としている。
本事業は、中小企業者が他者と共同研究を行うことを
排除しているものではないが、中小企業者が自ら行う
研究開発部分のみを対象としている。

Ｄ
御提案の構想については、中心市街地等の活性化に資する物流関連施設等の整備、物流効率化を促進するための調査研究や実験的モデ
ル事業の実施、中小企業が行う研究開発等への支援といった様々施策メニューが用意されており、各施策で設定されている必要な要件
を満たした案件であれば採択可能である。

鳥取県、島根県 服島運輸株式会社
服島 勇

山陰宅配ネット構想 経済産業省 1110320

1315 13152030 経済産業
省

「森林文化の里」を宣言した本村では、その豊かな空間、ゆったりとした時間の中
で、企業や個人の創造的な発想を促すため、村内に張り巡らされる予定の光ファイ
バーケーブルによる高速通信インフラを活用し、ベンチャー企業の事務所やＳＯＨ
Ｏオフィスを整備することで、創業支援や育成支援を予定している。しかし、それ
を支援する施策として補助事業をはじめ様々な支援策が講じられているが、ベン
チャー企業等の支援という目的が同じであるにもかかわらず、総務省、厚生労働
省、経済産業省および農水産業省がそれぞれ所管を分けて実施しているとともに、
事業の種別、内容が多岐にわたっているため、制度を活用する立場においては、内
容がわかりにくく、また、事務の手続きが煩雑となるため効率的な執行ができない
のが現状である。そこで、これらの支援策を「ベンチャー企業等の創業等支援総合
事業」として整理、統合することにより効率的に実施し、目的を効果的に達成でき
るように制度の改革を要望する。

0

創業・ベンチャーへの挑戦を強力に後押しし、経済活
性化と雇用拡大の原動力である元気な中小企業を育成
するため、技術革新、人材の育成・充実、市場創出等
に挑戦する者に対して、強力かつ多面的な支援を行っ
ているところ。

１．Ｃ
２．Ａ

１．各省で行われている創業・ベンチャー企業等に対する支援施策は様々な施策目的の下で実施されており、こうした目的の異なる施
策を整理・統合することは一部の施策目的が達成されないおそれが生じるため適当ではない。
２．一方、経済産業省においては、中小企業経営革新支援法、新事業創出促進法、中小企業の創造的事業活動の促進に関する臨時措置
法について、抜本的な見直しを行うなど、国民にわかりやすい一体的な体系を構築するため、創業、ベンチャー企業向け技術開発関連
予算及び、販路開拓関連予算に関する整理・統合について１７年度概算要求に反映しているところ。

滋賀県 朽木村 森林文化創出プロジェクト

総務省、厚生
労働省、経済
産業省および
農林水産省

1110440

1315 13152010
経済産業
省

公共事業の減少により村内の建設業従事者の労働の機会が減り、他分野への転向が
余儀なくされている。それを支援する施策として補助事業をはじめ様々な支援策が
講じられているが、建設業の新分野進出支援という目的が同じであるにもかかわら
ず、経済産業省、国土交通省および厚生労働省がそれぞれ所管を分けて実施してい
るとともに、事業の種別、内容が多岐にわたっているため、制度を活用する立場に
おいては、内容がわかりにくく、また、事務の手続きが煩雑となるため効率的な執
行ができないのが現状である。そこで、これらの支援策を「建設業新分野進出支援
総合事業」として整理、統合することにより効率的に実施し、目的を効果的に達成
できるように制度の改革を要望する。

0

【地域新規産業創造技術開発費補助事業】
地域において新産業・新事業を創出し、地域経済の活
性化を図るため、中堅・中小企業による新分野進出や
ベンチャー企業による新規創業といった、リスクの高
い実用化技術開発を支援。
【中小企業・ベンチャー総合支援センター事業】
中小企業基盤整備機構が、中小企業・ベンチャー総合
支援センターにおいて実施する、中小企業が抱える経
営課題の解決を支援するための専門家派遣、セミナー
の開催等を支援。
【中小企業再生支援協議会事業】
中小企業再生支援協議会に専門家を配置し、中小企業
の再生に係る相談などに対応するとともに、再生計画
策定支援等を実施。

1.C

2.A

１．御提案にある補助事業をはじめ各省において実施されている施策は、様々な政策目的の下で実施されており、こうした政策目的が
異なる施策をまとめて整理・統合することは、一部の政策目的が達成されないおそれが生じるため適当ではない。なお、御提案にある
新事業開拓助成金交付事業については、平成１５年度をもって終了している。

２．しかし、建設業の新分野進出促進支援については、関係省庁が連携して重点的に組むべき重要な課題であることから、平成１７年
度の「政策群」として位置付け、国土交通省を中心に関連施策を取りまとめているところであり、経済産業省としても中小企業の新規
分野進出支援という観点から積極的に支援することとしている。

滋賀県 朽木村 森林文化創出プロジェクト

経済産業省、
国土交通省お
よび厚生労働
省

1110430

1315 13152020 経済産業
省

森林文化を創出するためには地域資源である森林資源を積極的に循環させることが
求められる。その一つの手法として森林資源を活用したバイオマス関連事業の推進
も効果的である。しかし、それを支援する施策として補助事業をはじめ様々な支援
策が講じられているが、バイオマスの利活用支援という目的が同じであるにもかか
わらず、経済産業省、農水産業省および環境省がそれぞれ所管を分けて実施してい
るとともに、事業の種別、内容が多岐にわたっているため、制度を活用する立場に
おいては、内容がわかりにくく、また、事務の手続きが煩雑となるため効率的な執
行ができないのが現状である。そこで、これらの支援策を「バイオマス利活用支援
総合事業」として整理、統合することにより効率的に実施し、目的を効果的に達成
できるように制度の改革を要望する。

0 Ｃ

バイオマス施策は、各省において、エネルギー政策、リサイクル政策、農林政策等様々な目的の下で実施されており、こうした各省に
またがる施策目的が異なる施策を整理・統合することは、一部の政策目的が達成されないおそれが生じるため適当ではない。
また、各施策によってバイオマスの利活用が効率的・効果的に図られるよう、バイオマス・ニッポン総合戦略推進会議の場を通じて、
各省間において密接な連携を図っている。

滋賀県 朽木村 森林文化創出プロジェクト
経済産業省、
農林水産省お
よび環境省

1110120

1324 13242010 経済産業
省

拠点施設や区内製造業の進展と起業の促進を図るため、融資制度の積極的な活用が
必要である。
制度を活用していくには、保証が課題となっているため、地域再生における事業に
係る事業者ついては、信用保証協会の保証料の免除や料率の特例措置が有効とな
る。
経営基盤の弱い区内製造業がプロジェクトに参加する際、融資による設備投資等が
必要となるケースも多いと推測される。プロジェクト参加による新産業への参入を
融資要件の評価対象とし、保証料や料率の特例を設け、経営の安定化を図る融資制
度が必要である。

0

ベンチャー企業をはじめとした中小企業の振興を図る
ため、新事業創出関連保証や新事業分野開拓関連保
証、新事業育成資金等の特別の保証、融資制度を創設
している。

Ｄ 政府としては、ベンチャー企業をはじめとした中小企業の振興を図るため、新事業創出関連保証や新事業分野開拓関連保証、新事業育
成資金等の特別の保証、融資制度を創設しており、こうした制度を積極的に活用願いたい。

東京都 東京都足立区 アート・テクノロジー新都心計画 経済産業省 1110070

1324 13242020 経済産業
省

産学協働により、創造性の高い新産業の創出を図り、区内産業の活性化と起業、雇
用を促進していくため、新産業支援施設整備費補助を活用したい。交付要綱の目的
と当計画のめざすところは一致しており、積極的な活用を図りたいが、要件に合致
しない部分もあるため、対象者及び対象事業の拡大をしてほしい。当計画の新産業
拠点施設は、ＳＯＨＯも配置されるＰＰＰ事業（仮称）新産業振興センターデジタ
ルファクトリー及び廃校校舎で、東京藝大や先端技術企業、区内製造業が協働した
研究開発の場となる。プロジェクト参加者の起業に有効なＳＯＨＯは民間事業者が
設置するケースもあり、また、産学協働によるプロジェクトの事業者は行政のみだ
けではない。そこで、地域再生区域において、要綱の交付目的に適合する事業につ
いて、交付対象としてほしい。

新事業支援施設整備費補助金交付要
綱
第３条（交付の対象）１項及び５項
別表１

新事業支援施設整備費補助金は、交付要綱上で民間事
業者が行う整備事業のうち、都道府県又は市町村が補
助を行うPFI形態の事業に対しては補助対象と規定し
ている。また、第三セクターに対しても補助対象と規
定しているが、いわゆる民間事業者については、現行
では補助対象としていない。

Ｃ

新事業支援施設整備費補助金は、交付要綱上で民間事業者が行う整備事業のうち、都道府県又は市町村が補助を行うPFI形態の事業に
対しては補助対象と規定している。よってPFIにより民間事業者に整備させるのであれば、現行制度で対応可能。また、当補助金の政
策目的（中心市街地活性化法に基づく中心市街地活性化基本計画の推進、新事業創出促進法に基づく新事業創出促進基本構想の推進、
産業集積活性化法に基づく基盤的技術産業集積活性化計画、高度技術産業集積活性化計画の推進、産業クラスター計画等の政策に配慮
し、前述の計画等の推進に基づき、新事業・新規雇用の創出を通じて地域経済の活性化を図ることであり、このような政策目的を達成
するため全国的な視点からより効果的で必要な案件を選定し支援）を達成するために、その意図を汲む第３セクターに対しても補助を
行っているが、それ以外の民間事業者の整備する施設についての補助対象の拡大等については、補助を行うことが適当であると現状で
は判断できない状況であり、対応は困難である。

東京都 東京都足立区 アート・テクノロジー新都心計画 経済産業省 1110450
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構想（プロ
ジェクト）管
理番号

支援措置提
案事項管理
番号

省庁名 支援措置に係る提案事項 該当法令等 制度の現状 反映の分
類

概算要求への反映状況 その他 都道府県名 提案主体名 構想（プロジェクト）の名称 規制所管省庁
関連省庁

管理コー
ド

1331 13312050
経済産業
省

　中心市街地の活性化や商店街の振興を図るため、経済産業省及び中小企業庁所管
の関連補助金を再編統合し、
①　ソフト事業及びハード事業を支援する補助制度とし、補助メニューについては
大括り化する。
②　補助対象となる事業主体について、商工会・商工会議所、ＴＭＯ、商店街振興
組合、事業協同組合、市町村等、幅広く対象とする。
③　事業主体による補助率の格差を是正する。

・中心市街地活性化法
・地域産業集積中小企業等活性化等
補助金交付要綱
・中小企業経営支援対策費補助金
・商業・サービス業集積関連施設整
備費補助金交付要綱
・中心市街地商業等活性化総合支援
事業費補助金交付要綱

・中心市街地商業等活性化総合支援費補助金は、ハー
ド・ソフトを一体的に支援する補助制度となってい
る。
・商業・サービス業集積関連施設整備費補助金及び中
心市街地商業等活性化総合支援事業費補助金は、最終
補助対象者が市町村であり、一方、商店街等活性化事
業、大型空き店舗活用支援事業、ＴＭＯ自立支援事業
及びリノベーション補助金は、最終補助対象者が組合
等となっておりそれぞれ異なる最終補助対象者に応じ
た補助率を採用している。

1.A

2.D

3.C

１．市町村向けの補助事業について、使い易いものとするため、再編整理する方向で概算要求に反映。
２．ソフト事業、ハード事業を一体的に支援するものとしては、現在、中心市街地商業等活性化総合支援事業を実施しているところ。
３．中心市街地・商店街の活性化に向けた取組においては、自治体、商工会・商工会議所、ＴＭＯ等といった様々な主体がそれぞれ重
要な役割を担っている。各補助事業は、施策の目的やこれら実施主体の性質・役割に応じて設計されており、統合等を行うことは困難
である。

栃木県 栃木県 栃木県経済新生計画
経済産業省

1110330

1331 13312020
経済産業
省

　「事業を営んでいる個人」が新たに事業を開始する場合、あるいは既存の会社
が、新会社を設立しないで新たな事業を開始する場合に適用可能な特別保証制度を
新たに創設する。 中小企業信用保険法

中小企業信用保険法上、「事業を営んでいる個人」が
新たに事業を開始する場合、あるいは既存の会社が、
新会社を設立しないで新たな事業を開始する場合と要
件とした特別保証制度は存在しない。

Ｄ
政府としては、「著しい成長発展を目指す事業（５年以内に株式公開）」や「（商品やサービスに）新規性を有する事業」への事業展
開・事業の多角化を支援するため、新事業創出促進法第十一条に定められた中小企業信用保険法の特例として新事業開拓関連保証制度
を創設し、新事業の創出・育成に資する環境整備に積極的に取り組んできたところ。

栃木県 栃木県 栃木県経済新生計画 経済産業省 1110080

1331 13312040 経済産業
省

　中小企業経営資源強化対策費補助金（栃木県地域技術改善費補助金）において、
中小企業者等が単独で行う研究開発への補助のほか、中小企業者等が行う、企業、
大学、公的試験研究機関が保有する開放特許や研究成果を利用した新技術・新製品
の共同研究開発も補助対象に加える。

中小企業経営資源強化対策費補助金

中小企業者等が自ら行う新製品、新技術等に係る研究
開発等に要する経費について、都道府県が補助を行う
場合における当該費用の一部を国が補助するものであ
る。

Ｃ
地域活性化創造技術研究開発事業は、中小企業の研究開発等事業を促進し、その研究開発成果の事業化・商品化及び成果の普及を図る
ことを目的としている。したがって、本事業の補助対象は、公募を経て採択された中小企業者が、採択を受けた事業について、自ら行
う研究開発である。

栃木県 栃木県 栃木県経済新生計画 経済産業省 1110460

1337 13372010 経済産業
省

長野ナノサイエンス産業都市構想の実現に向け、大学等の機能一部移転及びC-nano
センター（中核施設）を中心市街地に整備することにより、大学等の研究機関と都
市機能との融合・調和が図られ、中心市街地活性化及び地域産業活性化に大きな相
乗効果が期待できる。
ついては、現在の中心市街地活性化に関連する多様な助成・補助メニューを、各都
市の地域づくりのテーマに応じて柔軟に対応できるよう、都市機能の向上と中心市
街地活性化を目的とした事業を中心に、集中的な国の支援を可能にする「都市再生
中核施設整備ファンド」（仮称）の設置を提案する。

・中心市街地における市街地の整備
改善及び商業等の活性化の一体的推
進に関する法律

 中心市街地活性化法は、中心市街地活性化を目的と
して、関係８府省庁の連携のもとに「市街地の整備改
善」、「商業等の活性化」を一体的に推進するもの
で、具体的には、市町村のイニシアティブによって策
定する基本計画に位置づけられた事業に対し重点的に
支援を行うこととなっている。
 中心市街地商業等活性化総合支援事業費補助金は、
ソフト・ハード事業に対し一体的支援をしており、現
行でも中心市街地の商業等の活性化のための事業を幅
広く支援。また、市町村の基本計画に定められた事業
に対して重点的に支援を行うための関係８府省庁から
なる中心市街地活性化関係府省庁連絡協議会におい
て、各府省庁の支援方針を諮っている。
　中心市街地等商店街・商業集積活性化施設整備事業
費補助事業及び中心市街地等商店街・商業集積活性化
施設整備費補助金（現、中心市街地等中小商業活性化
施設整備費補助金）は、都市再生に限定したものでは
ないが、商店街・中心市街地の活性化に資する商業施
設の整備に対し補助を行っている。
　電源地域産業集積活性化対策事業補助金は、電源地
域における特定産業集積活性化法に基づく基盤的技術
産業集積活性化計画の推進を目的としている。また、
産業クラスター計画等の政策に配慮し、前述の計画等
の推進に基づき、新事業・新規雇用の創出を通じて地
域経済の活性化を図ることを政策目的としている。

Ｃ

御提案の構想については、様々な関連する施策メニューが用意されており、ファンドを設置しなくとも、都市機能向上と中心市街地活性化に向け
た取組を支援することは可能である。
また、政策目的の異なる施策を整理・統合することは、一部の政策目的が達成されないおそれが生じるため適当ではない。
今後、都市機能向上と中心市街地活性化に向け出来る限り効果的・効率的な施策展開が一層図られるよう、関係担当部局間で適宜連絡を取り
事業を進めてまいりたい。

長野県 長野市 長野ナノサイエンス産業都市構想
・国土交通省
・経済産業省
・文部科学省

1110200

1350 13502020 経済産業
省

○限られた財源を有効に活用できるようにするため、湖沼、河川、上下水道などに
関する国の直轄事業予算と補助事業予算を「関西州（産業再生）特区」に対して一
括交付すること。

0

地方公共団体が工業用水道を布設する際に、補助金の
交付申請を行い、当省において、採択基準に該当する
ものに限り、当該地方公共団体に対し、工業用水道事
業費補助金を交付する。

Ｃ

工業用水道事業費補助金については、地方公共団体が行う工業用水道の施設整備に対し補助するものであるが、その交付にあたって
は、厳しい予算制約の下、全国的な視点から必要な個別事業毎にその重要性・緊急性等を考慮して行っているところ。今回のご提案
は、当該地域に関する事業分の補助金の交付先を「関西州（産業再生）特区」とし、同組織において地域内に関する事業の配分を行う
というものであれば、上記視点による必要な事業への配分が実現されない可能性もあり、補助金の目的が達成されない恐れもあるため
対応は困難である。

大阪府、京都府、兵
庫県

(社)関西経済連合会､
(社)関西経済同友会､
関西経営者協会､
大阪商工会議所､京
都商工会議所､神戸
商工会議所

水資源の保全活用のための水系
の一体的管理

○国土交通省
○厚生労働省
○農林水産省
○経済産業省

1110470

1385 13852010 経済産業
省

リサイクル産業のスムーズな再編を促進するため、「リサイクルファンド（仮
称）」を創設

0

自動車リサイクル法は、既存の使用済自動車の処理シ
ステムを活用することを基本に、関係事業者間の位置
付け・役割分担を明確化したもの。解体業、破砕業を
行うには都道府県知事等の許可取得が必要となるが、
許可基準については、関係事業者等の意見も十分にヒ
アリングして上で設定しており、必要最低限のものと
なっている。

Ｄ 提案事項に関しては、既存の各種政府系金融機関の融資制度や設備資金貸付制度等の活用が想定される。 北海道 I-CARﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄﾁｰﾑ I－ＣＡＲプロジェクト 環境省
経済産業省

1110210

1409 14092020
経済産業
省

資源循環型社会の形成の関連で利用できる民間企業の技術開発に係る補助金につい
て統合的運用を可能にすることにより、技術開発と全国への普及の促進を図りた
い。

0

-

【地域新生コンソーシアム研究開発事業、地域新規産
業創造技術開発費補助事業】
地域において新産業・新事業を創出し、地域経済の活
性化を図るため、大学等の技術シーズや知見を活用し
た産学官の強固な共同研究体制（地域新生コンソーシ
アム）の下で、実用化に向けた高度な研究開発を実施
するとともに、中堅・中小企業による新分野進出やベ
ンチャー企業による新規創業といった、リスクの高い
実用化技術開発を支援する。

Ｃ

ご提案にある事業をはじめ各省に於いて実施されている施策は、様々な政策目的の下で実施されており、こうした政策目的が異なる施
策を整理・統合することは、一部の政策目的が達成されないおそれが生じるため適当ではない。なお、ご提案にある技術開発等につい
ては、様々な施策メニューが用意されており、各施策で設定されている必要な要件を満たした案件であれば採択可能である。

神奈川県 三浦市
６次経済の構築による三浦スタイ
ル展開プロジェクト

農林水産省
経済産業省 1110290
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構想（プロ
ジェクト）管
理番号

支援措置提
案事項管理
番号

省庁名 支援措置に係る提案事項 該当法令等 制度の現状 反映の分
類

概算要求への反映状況 その他 都道府県名 提案主体名 構想（プロジェクト）の名称 規制所管省庁
関連省庁

管理コー
ド

1409 14092030 経済産業
省

資源循環型エネルギーセンターの整備を予定している市内二町谷地区（埋立地）へ
の進出企業は、資源循環型エネルギーセンターのユーザーとして、ゼロエミッショ
ン化に向けた先導的な役割を果たす存在であるという点に鑑み、これら企業が「新
エネルギー導入事業を行う」者、「省エネルギーの取り組み」を行う者であり、ま
た、「エネルギー有効利用型の建物設備等の導入」する者であるとの認知を得るた
めに必要な運用基準を設けられたい。
同時に、複数の補助金の併用ができるよう包括的承認等の統合的運用を求める。

新エネルギー利用等の促進に関する
特別措置法

エネルギー使用合理化技術戦略的開
発（平成１５年度大括り化）

エネルギー等の使用の合理化及び資
源の有効な利用に関する事業活動の
促進に関する臨時措置法

1.「新エネルギー利用等の促進に関する特別措置
法」：新エネルギー時御者支援補助金を申請するため
には、本法の認定を受けることが要件となっている。

2.
・エネルギー使用合理化事業者支援
　省エネルギー効果や費用対効果が高く、政策的意義
の高い事業に対し経費を補助する。

Ｃ 各省において実施されている施策は、様々な政策目的の下で実施されており、こうした政策目的が異なる施策を整理・統合すること
は、一部の政策目的が達成されないおそれが生じるため適当ではない。

神奈川県 三浦市 ６次経済の構築による三浦スタイ
ル展開プロジェクト

経済産業省
国土交通省

1110480

1412 14122010 経済産業
省

国において、新事業・新産業の創出のための全国レベルのスキルバンク（登録者
例：新技術エージェント等）及びその人材派遣制度を創設する。本県はその制度を
活用して、新技術の芽出しから事業化までのトータルプロデュースを行うことので
きる人材をこのスキルバンクから派遣してもらう。このことより効率的かつ効果的
に新技術・新産業の創出や既存産業の再生が可能になり、本県経済の活性化につな
げることができる。

0

【ＯＢ人材】
社内人材だけでは解決が困難な中小企業が直面する経
営課題を克服するため、商工会議所等において、優れ
た経営ノウハウや広範な人脈を有する企業等ＯＢ人材
をデータベースに登録し、中小企業とのマッチングを
支援。平成１６年７月２２日現在で３２地域で事業を
実施、１，５７７名のＯＢを登録。また中小企業とＯ
Ｂ人材とのマッチング件数は４０８件となっている。
【ＭＯＴ人材】
２００７年度までにＭＯＴ１万人/年体制の整備を図
るため、大学や民間教育機関に対し、技術と経営の双
方に通じた技術経営（ＭＯＴ）人材の育成に必要なカ
リキュラム開発、教材開発等に係る支援を行ってきて
いるところ。（平成１６年度予算９．５億円）
【新事業育成専門家（ＩＭ）養成等研修事業】
米国並の1ビジネス・インキュベータ（ＢＩ）施設あ
たり平均2．5人配置のレベルにより近づけるべく、平
成14年度からの5年間で600人のＩＭを養成するた
め、ＩＭとして活動しようとする者を対象としたＩＭ
養成研修及びＩＭ養成研修修了生等の実務経験者を対
象としたＩＭフォローアップ研修の実施、ＩＭ養成研
修修了生等のネットワークの形成等に係る支援を行っ
てきているところ。（平成１６年度予算０．８億円）

1.A

2.D

御提案に対し、当省の関連する産業人材政策として、例えば以下のような施策を講じているところ。
１． 高度なスキルを有する企業等のＯＢが中小企業を支援する外部人材として広く活躍する事を促進するため、国レベルでの組織づ
くりや中小企業とのマッチングの仕組みづくり等を目的に実施している「企業等ＯＢ人材活用推進事業」において、事業実施地域を３
２地域から４７地域に拡大するとともに、ＯＢ人材の登録者数を１万人に増加し、中小企業の需要に一層応えるための体制を整えマッ
チング件数の増加を図るため、平成１７年度概算要求において増額要求。
２． 技術経営（ＭＯＴ）人材、インキュベーション・マネジャー養成等研修事業等についても、引き続き着実に実施していくことと
している。

宮崎県 宮崎県 地域再生プロデューサーによるみ
やざきビフォーアフター計画

文部科学省、
経済産業省、
厚生労働省

1110490

1416 14162010 経済産業
省

電源立地地域対策交付金（水力発電施設周辺地域交付金相当分）については、平成
１５年度の制度改正によって、対象事業が従来のハード事業だけでなく、新たにソ
フト事業も可能となるなど自由度が増すとともに、対象地域も水力発電施設等の近
隣地域のみから該当市町村全域に拡大されたところである。しかしながら、交付手
続きについては、従前どおり、市町村が作成した計画、報告を県がとりまとめ、国
（地方経済産業局）の詳細な査定を受けた上で決定、確定されているところであ
り、資料作成を行う市町村はもとより、とりまとめを行う県や国の業務量も膨大で
ある。本来、当該交付金は発電用施設の設置及び運転の円滑化に資することを目的
として、施設設置によって影響を受ける自治体に対し交付されることとなっている
ものであり、その使途については地域の自主裁量に任せることが適当と考えられる
ところであるため、手続きの簡素化（①使途についての詳細なチェックは廃止し、
枠配分にとどめる　②県のとりまとめについては、事務の迅速化を図る観点から廃
止　など）を図り、事務量を軽減化することによって、国や県、そして当該市町村
がそれぞれ本来の目的とする地域活性化に、より一層集中した取り組みを行えるよ
うにする。

発電用施設周辺地域整備法

・電源立地地域対策交付金の申請から額の確定、交付
金額の精算に至る一連の手続ついては、補助金等に係
る予算執行の適正化に関する法律の各規定に基づき実
施している。
・水力発電施設が所在する市町村に対する交付金につ
いては、交付対象市町村数が非常に多い（７０２市町
村）ため、国において対象市町村からの交付金の申請
を一元的に受け付けると、当該市町村の特性や実情を
全て理解したうえで交付金を交付することが困難であ
ること、交付金事業内容の適正性を審査するのに多大
な時間を要し速やかな交付決定ができない等の弊害が
あることから、各市町村の交付申請等を都道府県が一
度とりまとめたうえで国に申請をすることにより交付
金事務の効率化を図っている（運用）。なお、当該と
りまとめを行う都道府県に対しては事務負担の軽減の
ために交付金事務等交付金を交付している。

①C
②D

①について
交付金の原資が国税であることに鑑みれば、今後も補助金等に係る予算の執行の適正化の各規定を踏まえて、交付金事業の内容の適正
性を精査する必要があり一律に手続を簡素化することは困難ではあるものの、個別の事例に応じて。申請に係る書類の省略等手続きを
簡素化することは可能であるため、資源エネルギー庁電力基盤整備課又は各地方経済産業局あてに御相談頂きたい。
②について
現行制度においても各水力発電施設所在市町村の交付申請等の手続きについては都道府県を経由せずに市町村が直接国に交付申請をす
ることを妨げるものではない。

宮崎県 宮崎県 電源立地地域対策交付金制度改
善構想

経済産業省 1110180

1417 14172010 経済産業
省

　宮崎県においては、本県独自の産業振興策として、産学官連携を通じた産業集積
の進展を図る「みやざき産業クラスター」を提唱している。
　この動きを加速的に推進するため、平成元年度に地域産業活性化推進対策費補助
金を受けて造成した「地域産業活性化基金」について、運用益を原資に助成する方
式から基金自体を取り崩して助成できる方式へ変更する。
　これにより低金利下でも実効性のある助成措置が可能となり、「みやざき産業ク
ラスター」の加速的な推進を通じて、本県経済の活性化につながる。

地域産業活性化推進対策費補助金交
付要綱　第１５条第１項
地域産業活性化基金は処分又は担保
に供することはできない。（以下省
略）

地域産業活性化推進対策費補助金
高度技術工業集積地域開発促進法（旧テクノ法）に規
定する公益法人に対し、技術革新の進展に即応した技
術の中小企業者による利用を支援するために必要な基
金へ県が出えんする場合、当該出えんに要する経費の
一部について県に対し補助するもので、平成２年３月
に交付された。基金は、出えんを受けた公益法人が解
散しようとするとき又は地域技術起業化推進事業の全
部若しくは一部を廃止しようとする場合には、全部又
は一部を処分することができると規定。

Ｄ
積み立てられている基金の充当の可否は、当該事業が基金積立の目的の範囲内の事業であるか、補助金交付の趣旨に合致しているか、
処分方法が合理的であるか等を個別に判断する必要があり、これらが満たされる場合には、基金の充当は可能である。なお、目的の範
囲外であったならば、財産の目的外使用などの措置が必要となる。

宮崎県 宮崎県 みやざき産業クラスターの形成に
よる地域経済再生

経済産業省 1110500

1441 14412010
経済産業
省

工業再配置促進法の見直しにより、これに付随して設けられている産業再配置促進
補助制度を、今後成長が期待されるものづくり産業を支援する市町村の施策等への
交付金あるいは補助としての活用を要望する。

工業再配置促進法

工業再配置促進法に規定する移転促進地域から誘導地
域に工場等が移転され、又は、誘導地域に工場等が新
増設された場合に、当該新増設工場等の所在地を管轄
する市町村に対し、環境保全施設、防災保安施設等の
設置等の費用を補助金として交付する。

B-2
産業再配置促進費補助金については、本交付金創設の提案や「三位一体改革」での地方六団体からの提案等を踏まえつつ、今後検討す
る。 兵庫県 尼崎市

ものづくりのまち「あまがさき」再
生構想 経済産業省 1110250

1442 14422030 経済産業
省

企業誘致や地元技術者の育成に伴う財的支援を目的とした補助事業の新設 0

地方公共団体が行う既存施設のインキュベータ施設へ
の改修及び新築に対する支援については、既存の補助
金である「新事業支援施設整備費補助金」の補助対象
である。

Ｄ

（提案書を見る限り、提案内容は「起業家に対する財政支援」及び「地元技術者の育成に対する支援」についての提案であると思われ
るが、沼津市とのやりとりを経て、提案内容が上記２点に加え、沼津市が現在計画している、技能五輪で使用した建物２棟を活用し、
それを市がインキュベータ施設として改装する予定であり、その改装費用に対する補助及び同様の施設を新築する場合の補助という
「企業誘致への財的支援」についての提案内容を含んでいることが判明したため、その部分についてのみ回答。）

地方公共団体が行う既存施設のインキュベータ施設への改修及び新築に対する支援については、既存の「新事業支援施設整備費補助
金」の補助対象である。ご提案に係る事業の応募があった場合については、個別具体に行われる審査の結果によって採択されることが
ありうる。

静岡県 沼津市 富士山麓リサーチパーク構想 経済産業省
厚生労働省

1110510
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構想（プロ
ジェクト）管
理番号

支援措置提
案事項管理
番号

省庁名 支援措置に係る提案事項 該当法令等 制度の現状 反映の分
類

概算要求への反映状況 その他 都道府県名 提案主体名 構想（プロジェクト）の名称 規制所管省庁
関連省庁

管理コー
ド

1446 14462010 経済産業
省

地域資本市場創成プロジェクトの実行主体となる地域NPOに対して、調査・計画、実
行、検証と修正の各段階における統合された補助金の支援を要請。理由は、地域社
会の再生の為には資本市場を使った資金循環が不可欠とされる今、現行の制度調
査・教育・人材活用・企業支援の補助金制度を改革し、住民の資金を中心に考えた
地域における資金調達の仕組み作りといった横糸で繋がる部分が必要と考えるた
め。具体的には、地域NPOによる調査・計画段階での民間資金等活用事業調査費補助
金（内閣本府）の活用、プロジェクトの全体を通して生涯学習振興費・学校教育振
興費（文部科学省）の活用による投資家教育、投資家教育の一層の効果を図る対話
システム（支援措置-2に係る）において投資ニーズ調査を行う調査員への緊急雇用
創出特別基金補助金（厚生労働省）の活用、地域企業への信用補完支援としての中
小企業活性化補助金（経済産業省）の活用。

民間資金等活用事業調査費補助金
生涯学習振興費・学校教育振興費
緊急雇用創出特別基金補助金
中小企業活性化補助金

中小企業等活性化補助金のうち、地域産業集積中小企
業等活性化補助金は、グローバル化に伴う産業空洞化
の影響を受けた中小企業集積について、当該集積の活
性化を目的として、新分野への進出等を試みる当該集
積地域の中小企業に対して補助を行うものである。
　具体的には、都道府県が作成し国が同意した「活性
化計画」に沿って、個別中小企業・組合作成の計画を
都道府県が承認し、その上で、ごく小規模の事務所や
貸工場の建設費補助や、研究開発に対する補助等の支
援措置を行う。

Ｃ

中小企業活性化補助金(平成１６年度より小規模企業等活性化補助金）のうち、地域中小企業に対する支援策としては、地域産業集積
中小企業等活性化補助金が存在し、これは特定産業集積の活性化に関する臨時措置法に基づく支援措置である。同補助金は、産地と呼
ばれるような一定の要件を満たす産業集積に存在する中小企業の技術開発等を支援する目的で創設されている。したがって、当該補助
金を、地域資本市場創生を担うＮＰＯに対する補助を目的として利用することは、補助金の主旨の馴染まない。
同様の理由から、企業の信用補完に当該補助金を用いることも困難である。

東京都 日興ｺｰﾃﾞｨｱﾙ証券株
式会社

地域資本市場創成プロジェクト

金融庁
内閣府
文部科学省
厚生労働省
経済産業省

1110520

1453 14532030 経済産業
省

地域産業集積中小企業等活性化等補助金中の「地域産業集積創造基盤施設整備事
業」においては、展示施設の整備はできることとなっているが、産業観光に不可欠
な体験型工房が位置付けられていないため、運用の改善を求めるもの。

地域産業集積中小企業等活性化等補
助金交付要綱第４条（２）

グローバル化に伴う産業空洞化の影響を受けた中小企
業集積について、当該集積の活性化を目的として、新
分野への進出等を試みる当該集積地域の中小企業に対
して補助を行う。
　具体的には、都道府県が作成し国が同意した「活性
化計画」に沿って、個別中小企業・組合作成の計画を
都道府県が承認し、その上で、ごく小規模の事務所や
貸工場の建設費補助や、研究開発に対する補助等の支
援措置を行う。

C 　御提案にある補助事業については、国と地方の役割分担の観点等から１６年度をもって廃止の方向で見直しを行っている。また、地
域産業集積中小企業等活性化補助金は１８年度をもって終了する予定である。

富山県 富山県 とやま観光関連産業活性化計画 経済産業省 1110530

1456 14562010 経済産業
省

地域において効果的な事業に予算を重点配分できるよう、創業、新事業展開に係る
補助金を交付金化することによって、県の裁量拡大を提案するもの。

中小企業経営資源強化対策費補助金
交付要綱

単一の都道府県内において事業を行う、中小企業者及
び組合等（任意グループを含む）が、都道府県より中
小企業経営革新支援法に基づく経営革新計画の承認を
受け、当該計画に従って行う経営革新のための事業で
あって、その効果が期待できるものに対し、当該経費
の一部を補助する。

C

創業・新事業展開のための支援ニーズが一定しないとの認識だが、基礎的な部分では資金融通の円滑化などある程度一定のニーズが見
られる。
また、経営革新支援事業は、中小企業経営革新支援法に基づき、①新商品の開発又は生産、②新役務の開発又は提供、③商品の新たな
生産又は販売の方式の導入、④役務の新たな提供の方式の導入その他の新たな事業活動を行うことにより、経営の相当程度の向上を図
るとされる経営革新計画を事業者が作成し、都道府県知事が承認した当該経営革新計画について、実効性を高めることから地域の独自
性というよりも、各地域共通の基礎的なニーズを満たすために、全国一律に全業種を支援するために制度化した事業である。
このことから、本法は、やる気のある全中小企業を業種を問わず、また、新たな取り組みを行う全中小企業を支援するものであり、
「ものづくり」とされる製造業及び新事業に展開する中小企業者に特化することは、本法の趣旨に反することとなる。このため、新事
業展開支援を行うための交付金化を行うことはできない。
なお、地域新事業創出支援事業に対する補助については、「中小企業支援事業、特定支援事業、都道府県事業、経営資源強化事業、地
域中小企業経営資源強化対策事業及び地域新事業創出支援事業に対する補助」の一部となっている。

富山県 富山県 富山県ものづくり産業活性化計画 経済産業省 1110260

1457 14572010 経済産業
省

　中心市街地活性化関連補助金（①地域産業集積中小企業等活性化等補助金のう
ち、中小商業活性化総合支援補助金、②中心市街地等中小商業活性化施設整備費補
助金、③中小企業経営革新等対策費補助金のうち、大型空き店舗活用支援事業）に
おける「組合等」の定義にＮＰＯ法人を加える。

※交付要綱上の「組合等」の定義：商店街振興組合、商店街振興組合連合会、事業
協同組合、事業協同小組合、協同組合連合会、商工会、商工会連合会、商工会議
所、商店街組合、商工組合連合会、共同出資会社、第三セクター

地域産業集積中小企業等活性化等補
助金交付要綱、中心市街地等中小商
業活性化施設整備費補助金交付要
綱、中小企業経営革新等対策費等補
助金交付要綱

・ご提案の補助金における「組合等」の定義には、Ｎ
ＰＯ法人は含まれていない。なお、前回のご提案を受
けＴＭＯの主体としてＮＰＯ法人を追加できるよう政
令改正を検討中

1.Ｃ
2.B-1
3.Ｃ

１．　ＮＰＯ法人のＴＭＯは、企画・調整的機能を果たすことが期待されており、アーケード等の施設整備の事業主体となることを想
定してない。このため、中心市街地等中小商業活性化施設整備費補助金の補助事業主体にＮＰＯ法人のＴＭＯを加えることは適当では
ない。
２．　一方、政令改正が行われた際、ＴＭＯ支援を目的とした補助事業（中小商業活性化総合支援補助金のうち）について、ＮＰＯ法
人ＴＭＯが補助事業主体となるよう措置することを検討中。
３．　なお、大型空き店舗活用支援事業は、平成17年度からは新規案件の採択を行わないこととしている。

富山県 富山県 とやまコミュニティビジネス等活性
化計画

経済産業省 1110540

1459 14592010
経済産業
省

発電施設の建設に際しては、農林水産省補助事業（かんがい排水事業、農村振興総
合整備事業等）と経済産業省補助事業（中小水力発電開発費補助金）を組み合わせ
て発電施設を建設する。

土地改良事業関係補助金交付要綱
農村振興総合整備事業等実施要綱
中小水力発電開発費補助金交付要綱

電源開発促進対策特別会計法施行令第１条第３項第１
号、及び、中小水力発電開発費補助金交付要綱第３条
に基づき、中小水力発電開発費補助金により中小水力
発電設置に対する補助事業を実施しており、最大で３
０％の補助率となっている。また、新技術を利用した
導入事業については５０％の補助率となっている。

Ｄ 国庫補助金の重複交付にならないよう、資産区分･目的を明確にすることにより、現行の補助制度でも対応可能。 富山県 富山県 ふるさと創造小水力発電プラン
農林水産省
経済産業省 1110550

1461 14612010 経済産業
省

＜地元主導型共同店舗支援＞
コミュニティ施設活用商店街活性化事業は、商店街に賑わいを創出して、商店街の
活性化を図るため、商店街の空き店舗を活用して、保育サービス施設や高齢者の交
流施設等のコミュニティ施設を設置、運営する事業に対し補助する事業である。こ
れの事業目的（対象地域）を拡大して、商店街のみならず、地域郊外に立地する中
小企業高度化事業で設置された地元主導型共同店舗（事業主体：事業協同組合）を
実施地域・場所とする。
＜商店街支援、地元主導型共同店舗支援＞
また、補助年限３年を５年に延長することを要望する。

中小商業活性化事業費補助金交付要
綱
第４条
（補助金の交付の目的）
（３）コミュニティ施設活用商店街
活性化事業費補助事業
組合等、社会福祉法人又は特定非営
利活動法人が、空き店舗の解消と少
子高齢化への対応等を図ることによ
り、商店街に賑わいを創出して商店
街の活性化を図るため、商店街の空
き店舗を活用して、保育サービス施
設や高齢者の交流施設等のコミュニ
ティ施設を設置・運営する事業に対
し補助する事業
なお、本補助事業については、複数
年度（最長３年間）にわたり連続し
て同一して認定構想推進事業者が同
一事業を実施することができる。

商店街振興組合、商工会、商工会議所等が商店街の
空き店舗を活用して保育サービス施設、親子交流施
設、高齢者等交流施設などのコミュニティ施設を設
置・運営して商店街の活性化を図る事業を実施する際
に、店舗の内装改装費や賃借料等を補助している。
当該補助事業は、商店街に立地する空き店舗を賃借
してコミュニティ施設として活用するものを対象とし
ており、間接補助事業者が自己所有する建物を活用す
る場合や建物を取得して事業を行おうとする場合は対
象外としている。
なお、同一の施設・事業に対し、最長３年間補助す
ることを認めている。

Ｃ

当該補助事業は商店街に立地する空き店舗を賃借してコミニュティ施設として活用するものを対象としており、提案内容は、事業主
体である事業協同組合自らが所有する建物を活用しようとする場合に該当すると判断されるため、当該補助事業の対象外である。
また、最長の補助期間を３年から５年へ延長する提案については、当該補助事業の目的とする商店街等の自主的な取組のスタート
アップの支援という趣旨に反し、補助金を前提とした事業となる可能性が高くなるため対応は困難。３年間が最大限可能な支援期間と
判断している。

富山県 富山県
中小商業施設「憩いの広場」整備
計画（ＳＫＹ・ＰＬＡＺＡ　プロジェク
ト）

経済産業省 1110340

1477 14772010 経済産業
省

○競争的資金制度を省庁の枠を超えて地域における将来有望な分野に重点的に配分
できるよう、これまでの実績等をもとに「関西州（産業再生）特区」に対して枠配
分を行うこと。

○個別案件の審査採択から事後評価まで制度の運用権限を国の各省庁から「特区」
の組織に移譲すること。

0

産業技術力強化の観点から、産業界のニーズや社会の
ニーズに応える産業技術シーズの発掘や産業技術人材
の育成を図るため、技術領域・課題を提示した上で、
大学、独立行政法人等の若手研究者から研究開発テー
マを募集し、厳正な外部評価により独創的かつ革新的
な研究テーマを選定し、研究者個人に助成金を交付す
る。

Ｄ

１． 競争的資金制度は、我が国において競争的な研究開発環境を形成することにより、研究者の能力を最大限に発揮させ、世界最高
水準の研究開発成果の創出を目指すものであり、幅広い専門家等による、科学的・技術的な観点を中心とした評価に基づいて事業を採
択し、研究者等に研究開発資金の助成を行っている。

２． 現在登録されている産業技術研究助成制度については、日本全体として求められている産業界及び社会のニーズに応える産業技
術シーズの発掘や産業技術研究人材の育成を図ることを目的としているため、　御提案いただいているような地域枠を設定して資金配
分し、その中で事業の審査採択や評価等を行う事業として、主旨に沿わない。

３． なお、地域における省庁間連携については、経済産業省の産業クラスター計画と文部科学省の知的クラスター創成事業等の連携
を進めており、今後もそれらの統合的かつ円滑な運用を進めていきたいと考えている。また、事業化を見据えた研究開発については、
産業クラスター関連施策の一つである地域新生コンソーシアム研究開発事業をすでに実施しており、必要な要件を満たした案件であれ
ば採択可能である。

大阪府、京都府、兵
庫県

(社)関西経済連合会､
(社)関西経済同友会､
関西経営者協会､
大阪商工会議所､京
都商工会議所､神戸
商工会議所

政策連携による次世代産業創出
事業の推進

○総務省
○文部科学省
○厚生労働省
○農林水産省
○経済産業省
○環境省

1110220
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構想（プロ
ジェクト）管
理番号

支援措置提
案事項管理
番号

省庁名 支援措置に係る提案事項 該当法令等 制度の現状 反映の分
類

概算要求への反映状況 その他 都道府県名 提案主体名 構想（プロジェクト）の名称 規制所管省庁
関連省庁

管理コー
ド

1515 15152010
経済産業
省

　本市は「さわやかで美しい環境のまち」の実現に向け取組をしている。
①平成12年3月 ISO14001環境マネジメントシステム認証取得
②平成15年4月 湖西市環境基本条例施行
③平成16年3月 湖西市環境基本計画策定
④平成16年3月 湖西市地球温暖化対策実行計画作成
⑤平成16年度  道の駅実施計画書作成
⑦平成17年度 道の駅整備実施
 地球温暖化対策実施計画に沿って、この風光明媚な場所に位置する施設「道の駅」
にクリーン・エネルギーを導入し利用者に、環境意識の高揚を促す。導入に対して
は、その施設規模から「地域新エネルギー導入促進事業」による設置費支援。「環
境と経済の好循環のまちモデル事業」の採択により、質の高いクリーン・エネル
ギー導入促進をしようとするものです。

環境と経済の好循環のまちモデル事
業実施要綱（二酸化炭素排出抑制対
策事業交付金交付要綱）

地域新エネルギー導入促進事業

道路開発資金貸付要綱

「地域新エネルギー導入促進事業」：地域において風
力発電、太陽光発電、バイオマス発電等の新エネル
ギーの大規模・集中導入等、先進的な取組等を行う地
方公共団体等に対して、事業費の一部を補助。

Ｄ
公募による地域新エネルギー導入促進事業の対象としうる。独立行政法人ＮＥＤＯが、提案内容について、新規性や普及可能性等の観
点から審査し、交付を決定していく。 静岡県 湖西市

クリーン・エネルギー導入促進「風
車のまち」構想

環境省

経済産業省

国土交通省

1110560

1549 15492010 経済産業
省

自治体が提案する地域活性化のためのプロジェクト等の推進にあたっては、対応す
る個々の補助金では、対象範囲の限定等により使途制限が伴うと同時に、二重補助
を回避しつつ財源確保に奔走する状況である。具体的には、中心市街地商店街や駅
前等の既存建物である空き店舗を保育所、地域子育て支援センター及び一時保育等
の保育サービス提供施設として活用して商店街の活性化や賑わいの創出に結びつけ
たい地域の要求を踏まえ商店街活性化事業を行う場合には、複数の省の所管する補
助金を活用することになる。また、志木市型商店活性化プランを導入し、地域再生
事業を総合的かつ一体的に行う場合にも、個々の事業補助の使途に制限又は二重補
助回避に翻弄され、財源の有効活用の面では地域の裁量性は認められず、使途に縛
りがかかり、事業目標を達成することが困難になる。このことから、統合補助金化
に考えは至るものの、統合補助金化はあくまで補助金にとどまり、使途がどの程度
自由になるかは国の各省に委ねられることとなり、地域の自主裁量性が確保できな
いのが実状である。よって、地域再生のための事業に関連する現行の国の補助金を
廃止し、地域の独自な取り組みを具現化するために、財源移譲することにより自主
財源としたい。

商業・サービス業集積関連施設整備
費補助金交付要綱
中小商業活性化事業費補助金交付要
綱　　　　　　　地域子育て支援セ
ンター事業実施要綱
駅前等保育サービス提供施設等設置
促進事業実施要綱

　中心市街地の活性化事業は、複数の事業が有機的に
連携して行われることが重要であり、重点的、また、
短期集中的に行うことが効果的であるため、関係８府
省庁からなる中心市街地活性化関係府省庁連絡会議に
おいて連携を図りながら中心市街地の整備改善、商業
等の活性化を一体的に推進しているところ。
　なお、ＩＴ活用型経営革新モデル事業補助金は、空
き店舗活用に伴う商店街活性化に活用できないもので
はないが、主として、中小企業のＩＴを活用した経営
革新のためのシステム開発に対する支援を行うもの。

Ｃ

　中心市街地等の活性化は地域の経済活力に向上にとって不可欠なものであるが、御提案にあるように補助金を廃止・税源移譲した場
合、中心市街地等活性化に向けた取組は自治体の財政事情に左右されることとなり、かかる取組を実施したい自治体において、厳しい
財政事情を理由に、中心市街地等の活性化が図れない事態が生じるおそれがある。このため、中心市街地等の活性化に関係する補助金
の廃止・税源移譲を行うことは困難であるが、今後、各施策がより効果的・効率的に実施されるよう連携を図ってまいりたい。

埼玉県 志木市 活き活きまちづくり構想

①～⑦経済産
業省
⑧～⑨厚生労
働省

1110350

1567 15672010
経済産業
省

　バイオマス利活用の推進に関して、各省庁横断的な課題や一元的に取り組むべき
施策が多く、関係省庁が多岐にわたり関連事業も分散している。その結果、事業の
調整手続きに時間を要したり一体的な施策展開が困難となっている。
　バイオマスの利活用を効果的に進めるためには、各地域の状況に応じた関係者の
連携を基礎に、バイオマスの発生から消費までをつなぐ循環システムを構築する施
策展開が不可欠であり、条件整備も一体的に行う必要がある。
　このため、国における総合的な調整や情報提供などを行うワンストップの窓口を
設置し、各自治体や民間企業からの提案公募の下に、既存の事業や省庁の枠にとら
われずバイオマス利活用推進への助成を行う、｢バイオマス振興調整費｣(仮称）や特
別交付金といった弾力的に予算を活用できる制度の創設を提案する。

0 Ｃ

バイオマス施策は、各省において、エネルギー政策、リサイクル政策、農林政策等様々な目的の下で実施されており、こうした各省に
またがる施策目的が異なる施策を整理・統合することは、一部の政策目的が達成されないおそれが生じるため適当ではない。
また、各施策によってバイオマスの利活用が効率的・効果的に図られるよう、バイオマス・ニッポン総合戦略推進会議の場を通じて、
各省間において密接な連携を図っている。

千葉県 千葉県 「バイオマス立県ちば」の推進

文部科学省
経済産業省
国土交通省
農林水産省
環境省

1110130

1584 15842010
経済産業
省

 計画区域内の遊休地・未利用地(未竣工地）を活用した地域再生、経済活性化を図
るため、既存のインフラ（施設・電力・用水）、技術・ノウハウ、人材を活かし、
経済性・効率性を重視した先導性のあるリサイクル産業の育成を行う。
　また、コンビナート企業の豊富な副生水素、ＬＮＧ冷熱やバイオマス、太陽光、
風力等の再生可能エネルギーを活用した水素の製造・精製・貯蔵・運搬技術等の研
究開発や、燃料電池、バイオマス、次世代太陽光などの研究開発を通じ、環境技術
を核とした足腰の強い産業集積地として再生するとともに、地域再生を担う産業育
成のための技術開発振興を通じた新エネルギー関連産業等新たな産業の創出を目指
す。

・　廃棄物の処理及び清掃に関する
法律
・廃棄物再生利用施設整備事業国庫
補助金交付要綱
・資源循環型地域振興施設整備費補
助金交付要綱
・バイオマス利活用フロンティア整
備事業実施要綱
・平成１６年度石油及びエネルギー
需給構造高度化対策特別会計（石油
特会）における補助・委託事業　等

資源循環型地域振興施設整備費補助金（エコタウン
ハード補助金）
経済産業省エコタウンハード補助金は、技術の先導性
を有する事業だけでなく、地域資源を最大限に活用し
た効果的・安定的なリサイクル事業に対し支援すると
ともに、補助採択案件の決定に際して公募による第三
者審査制度を導入。
また、経済産業省エコタウンハード補助金は、地域の
リサイクル産業振興の観点から再生資源利用施設の施
設整備に対する補助を、環境省は廃棄物の適正処理の
推進という観点から廃棄物の処理再生施設の施設設備
に対して補助を行っており、補助目的が異なる。

D

ご提案にある事業をはじめ各省において実施されている施策は、様々な目的の下で実施されており、こうした政策目的が異なる施策を
整理・統合することは、一部の政策目的が達成されないおそれが生じるため適当ではない。
なお、ご提案の構想については、様々な支援メニューが用意されており、各施策で設定されている必要な要件を満たした案件であれば
採択可能である。さらに、出来る限り効果的・効率的な施策展開が図られるよう、関係担当部局間で適宜連絡を取り効率的に事業を進
めてまいりたい。

三重県
三重県､四日市市､四
日市港管理組合

四日市臨海部地域再生計画（仮
称）

環境省
経済産業省
農林水産省

1110300

1595 15952030 経済産業
省

農外企業が農作業受託（請負）事業をはじめとする農業関連産業に参入する際の、
資金調達等について政策金融の対象とする。
具体的には、
中小企業信用保険法施行令第１条第１項第１号及び中小企業金融公庫法施行令第１
条第１項第１号を削り、中小企業者が行う農業について、中小企業信用保険制度及
び政府系中小企業金融の対象化を図る。

・中小企業信用保険法第２条第１項
第１号
・同法施行令第１条第１項第１号
（保険対象となる「中小企業者」か
ら「農業」を適用除外）
・中小企業金融公庫法第２条第１号
・同法施行令第１条第１項第１号
（融資対象となる「中小企業者」か
ら「農業」を適用除外）
・中小企業信用保険法
（保険対象となる「農業サービス
業」についても「蹄鉄処理」、「ふ
卵」及び「家畜貸付」以外は、対象
外）

中小企業金融公庫法施行令第１条、中小企業信用保険
法施行令第１条において農業は中小企業金融公庫の貸
付等業務および中小企業信用保険制度の対象業種から
除外されている。

Ｃ 農業に対する金融支援策は農林水産省の所掌である。 北海道 北海道 活力ある農業・農村新生プラン 経済産業省 1110090
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構想（プロ
ジェクト）管
理番号

支援措置提
案事項管理
番号

省庁名 支援措置に係る提案事項 該当法令等 制度の現状 反映の分
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関連省庁

管理コー
ド

1614 16142010 経済産業
省

○今年度から中小企業の知的財産戦略を支援する補助金が創設され、兵庫県（実施
主体：（財）ひょうご中小企業活性化センター）においても本補助制度を活用し、
事業を実施することとなったが、多くの中小企業においては、産業財産権に係わる
実務に精通している担当者が不在であるのが現状である。

○産業財産権は自ら管理することが必要であり、知的財産戦略を経営戦略として位
置づけた後も、その後の企業活動にとって産業財産権を適切に管理することが必要
不可欠であるが、現状では、一般的に中小企業においては独創的な技術を持ってい
ても、産業財産権として、保護・活用する意識が乏しい。

○また、（社）神戸経済同友会は「知的財産の創造と活用による神戸のルネッサン
ス」という提言のなかで、知財実務者専門育成コースを（財）新産業創造研究機構
内に設置することを求めている。

○このため、中小企業の知的財産戦略を支援する地域中小企業知的財産戦略補助金
の一部を活用することにより、知的財産に関するセミナーを開催し、知的財産につ
いての意識を啓発するとともに、知的財産の専門講座を設け、人材（中小企業の実
務担当者）教育を行うこととする。

○なお、知的財産専門家教育については、120名の技術移転アドバイザーを有し、技
術移転事業やＴＬＯひょうごを運営する（財）新産業創造研究機構に養成コースを
設置する。

特許情報利用促進事業費補助金交付
要綱及び実施要領
・ 交付要綱第４条
　この補助金は、都道府県等中小企
業支援センターが行う地域中小企業
知的財産戦略支援事業のために必要
な経費であって、別表「補助対象経
費」に掲げるもののうち、経済産業
局長等が必要かつ適当と認めるもの
について、予算の範囲内において交
付する。
　＜補助対象経費＞専門家謝金・旅
費、委員謝金・旅費、事務庁費、委
託費
・ 実施要領７．事業内容
（４）知的財産戦略の策定
　知的財産専門家等は派遣を受ける
中小企業者に対して、下記（イ）～
（ニ）を実施することにより、知的
財産活用のための知的財産戦略の策
定を支援する。
　本事業において実施する知的財産
活用のための戦略策定等は、知的財
産の中でも特許権を中心とした戦略
策定等を支援するものとする。
（イ） 特許分析の支援
（ロ） 特許戦略策定等の支援
（ハ） 事業化に向けた特許評価等の
支援
（ニ） その他事業を遂行する上で必
要と認められるもの

本補助事業は、中小企業における知的財産の戦略策定
を目的としており、補助対象事業である知的財産戦略
策定には、①特許分析等の支援、②特許戦略策定等の
支援、③事業化に向けた特許評価等の支援、④その他
事業遂行する上で必要と認められるものに限定してい
る。

Ｃ

本補助事業は、知財戦略を策定しようとしている中小企業者に対して、知的財産専門家等を一定期間集中的に派遣し知財戦略策定の支
援を行うことを目的としている。不特定多数の企業を対象としたセミナー、専門講座については、本事業の目的からはずれるため、補
助対象とすることは困難。
なお、経済産業局が自治体や関係団体と連携して実施しているセミナー事業を活用することは可能。

　各経済産業局
が自治体や関係
団体と連携し
て、知財活用、
人材育成を目的
とした中小・ベ
ンチャー企業の
代表者・研究者
を対象とした中
小・ベンチャー
セミナー及び中
小企業診断士・
技術士等を対象
とした専門家養
成セミナー等を
全国で開催して
いる。貴県が提
案している事業
については、当
セミナー事業を
活用することで
目的は達成でき
ると考える。

兵庫県 兵庫県 知的財産専門家育成プログラム 経済産業省 1110580

1615 16152010 経済産業
省

○高度化資金の償還における約定変更（償還猶予）については、現在の中小企業総
合事業団債権管理準則に従い、１年ごとに経営診断を行っている基準について、当
該貸付自治体が中長期経営戦略に基づいた経営改善が見込まれ、償還上有利である
と認定した債務者に対しては、７年間にわたる約定変更（償還猶予期間）を認める
ことができるように改正する。
○さらに、現状では返済期間を延ばすことは認められておらず、償還を猶予した額
については返済期間の残期間内で当初約定変更額に上乗せして返済せねばならず、
数回にわたって償還猶予を受ければ到底返済不可能な額が返済額として計上され
る。
　そこで、償還猶予期間と同期間の償還期間の延長を認めることにより、毎年の償
還額の軽減を図り、資金繰り等の面から企業の経営改善を支援する。
○災害復旧資金の貸付・据置期間が７年延長されており、また、県において「借換
貸付」の償還期間が７年であるため、これに合わせて約定変更（償還猶予期間）を
７年とするものである。
○なお、現在、中小企業総合事業団の独立行政法人化を機会に、３年間以内の複年
数に渡っての約定変更を認める方向で検討がなされている。

都道府県等に対する貸付け等の事業
に係る債権管理準則
第４条
貸付準則第28条第２項の規定による
貸付条件の変更（次条に規定するも
のは除く。）は、都道府県が実施す
る診断等において債務者の経営の改
善及び貸付金の償還又は譲り渡しの
対価の支払に関する計画の妥当性並
びに貸付け等条件の変更の必要性が
認められたものであって、かつ、次
の各号の要件に適合することが認め
られたものについて行うことができ
る。
（略）
２　前項の規定については、次の各
号に掲げる基準とする。
(1) 猶予期間は１年を限度とする。

※中小企業総合事業団が16年７月１
日から独立行政法人化されることに
伴い、本準則は廃止され、新たに同
法人の内部規程が策定される予定）

約定どおりの償還が困難となっている貸付先を支援す
るため、貸付先の経営状況に応じて次のとおり償還猶
予を行っている。
①１年ごとに償還猶予、最終償還期限における期限延
長
②１年間の償還猶予では経営状況が改善する見込のな
い貸付先については、複数年（３年以内）の一括償還
猶予、期中における最終償還期限の延長（３年以
内）、一定の要件を満たせば再度適用が可能。
③特定の事業において、倒産組合員の占有施設に係る
元金及び利息の一括償還猶予、期中における最終償還
期限の延長（１０年以内）

※②及び③については、中小企業総合事業団の独立行
政法人化（平成１６年７月１日）に併せて導入。

Ｄ

高度化資金にかかる償還猶予については、都道府県等からの要望を踏まえ、左記（制度の現状）に記述のとおり本年７月から複数年の
償還猶予と期中における最終償還期限の延長を可能としたところ。
複数年の償還猶予措置については、旧中小企業総合事業団が昨秋以降数回にわたり都道府県から意見を聞いた上で３年以内としたとこ
ろ。
当課からの質問に対する貴県の回答によれば、７年にこだわるつもりはないとのことであるので、今回導入した措置により、支援は可
能であると認識。

兵庫県 兵庫県 経営再建プログラム 経済産業省 1110230

1632 16322010 経済産業
省

　８事業に区分されている「地域産業集積中小企業等活性化補助金」を一本化して
県に交付することとし、地域の実情に即して柔軟に執行できるものとする。

・特定産業集積の活性化に関する臨
時措置法第２８条・第２９条、

・地域産業集積中小企業等活性化等
補助金交付要綱第４条

グローバル化に伴う産業空洞化の影響を受けた中小企
業集積について、当該集積の活性化を目的として、新
分野への進出等を試みる当該集積地域の中小企業に対
して補助を行う。
　具体的には、都道府県が作成し国が同意した「活性
化計画」に沿って、個別中小企業・組合作成の計画を
都道府県が承認し、その上で、ごく小規模の事務所や
貸工場の建設費補助や、研究開発に対する補助等の支
援措置を行う。

Ｃ
　御提案にある補助事業については、国と地方の役割分担の観点等から１６年度をもって相当数を廃止する方向で見直しを行ってい
る。また、地域産業集積中小企業等活性化補助金は１８年度をもって終了する予定である。 茨城県 茨城県 県北臨海地域ものづくり産業集積

再生構想
経済産業省 1110570

1634 16342010 経済産業
省

本市では「民学産公」の連携・協力により、教育・学習機能、研究・開発機能、窓
口・ネットワーク機能を持つネットワーク大学（仮称）の開設を予定している。
  しかし、こうした構想を実現するには、産学官共同の研究開発の成果を事業化に
効果的に結び付けていくことが重要であるが、既存の産学連携関連支援施策は、対
象分野や実施主体、研究目的等が非常に細分化・具体化されており、地域主導で効
率的な事業実施を行う観点からは、使い勝手が悪いため、関連する国庫補助金の統
合・一元化を図り、地域の自主裁量を拡大した事業を創設する。

0

・経済産業省と文部科学省においては、それぞれ「産
業クラスター計画」と「知的クラスター創成事業」等
を進めているが、(1)経済産業省では、企業を中心と
した実用化技術開発（地域新生コンソーシアム研究開
発事業等）などの産学官連携事業を推進し、新事業の
創出を図る、(2)文部科学省では、大学等公的研究機
関を中心とした基礎的研究分野における産学官共同研
究（知的クラスター創成事業等）を推進し、新技術
シーズの創出を図る、という役割分担の下、施策の重
複を避けつつ、両省が一致協力して、地域における産
学官連携を推進しているところ。
・また、両省は、総合科学技術会議など内閣の要請も
踏まえ、(1)関係地方自治体と経済産業省、文部科学
省の両省が参加する「地域クラスター推進協議会」を
地域毎に設置するほか、(2)地域毎に両省の事業の効
果に関する「合同成果発表会」を年１回程度開催し、
関係事業の参加者の間で情報交換を行うなど、連携体
制を構築することとしているところ。

1.C

2.A

１．各省で行われている産学官連携関連支援施策は、様々な施策目的の下で実施されており、こうした目的が異なる施策を整理・統合
し地域の自主裁量を拡大することは、一部の施策目的が達成されないおそれが生じるため適当ではない。

２．一方、御提案にもあるように産学官共同の研究開発の成果を事業化に効率的に結び付けることが重要であることにかんがみ、「産
業クラスター計画」と「知的クラスター創成事業」との連携を強化すべく、産業クラスター計画関連施策の一つである地域新生コン
ソーシアム研究開発事業において、知的クラスター創成事業等他府省の施策から生まれた成果をより積極的に取り込むための「他府省
連携枠」を創設することを概算要求に反映しているところ。さらに、総合科学技術会議では関係省庁が連携し政府一体となって取り組
むべきテーマを連携施策群として積極的に推進することとしており、その一つとして「地域クラスター」が検討されているところ。

東京都 三鷹市 産学官連携事業における補助金
の再編

文部科学省
経済産業省

1110380

1641 16412010
経済産業
省

　当市が取組む、本町オリベストリートの拠点施設である多治見中心市街地都市型
産業基盤施設（たじみ創造館）は、地域振興整備公団が担う、中心市街地活性化事
業のメニューで建設したものである。しかしながら、家賃設定が、地域周辺相場と
比較し、かけ離れて高額であるため（周辺相場＠１,８００円／㎡に対し、創造館平
均家賃＠３,８４０円／㎡）、地場事業者等や名古屋圏事業等が入居できなく、今
だ、空き区画がある状況である。よって、中小企業庁が所管する「大型空き店舗活
用支援事業」について弾力的な運用を行い、地域振興整備公団施設（たじみ創造
館）のテナント入居者の賃貸料・改装費に対しても適応できるよう柔軟な対応を求
めるものである。

中小企業経営革新等対策費補助金交
付要綱

　大型店撤退後の空き店舗をＴＭＯ等が賃借し、新規
創業店舗や経営革新店舗、コミュニティ施設などを適
正に配置し、魅力ある商業施設を実現するために必要
な賃借費や、改装費等の一部を最長３年間支援。

Ｃ
　大型空き店舗活用支援事業は、平成１４年度補正予算において、緊急的な措置として講じたものである。
　当省としては、緊急的な措置としての役割を終えたと判断し、平成１７年度からは新規案件を採択しないこととしている。 岐阜県 多治見市 オリベストリート構想 経済産業省 1110360
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